
見を踏まえ再検討した結果、目標指標７項目中４項
目でD判定となったことは、改善傾向にあることを踏
まえても達成度の面で十分ではないと捉え直し、特に
「県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量」や「一
般廃棄物リサイクル率」等の実績が、コロナ禍による
社会・生活様態の変化等により目標に対して低迷し
ていることを重く受け止め、施策全体として更なる取
組の推進が必要であることから、「やや遅れている」
に下方修正する。 

（１）答申において要検討とされた政策・施策

政策
番号

施策
番号

政策〔施策〕名 評価原案 「要検討」判定の理由 「要検討」判定に対する県の対応方針 評価結果

7 15

環境負荷の少な
い地域経済シス
テム・生活スタイ
ルの確立

概ね順調

　目標指標７つのうち４
つが達成度Ｄであるこ
と等を踏まえると、評価
は「やや遅れている」が
妥当と考える。

　令和４年度県民意識調査の本施策関連のテーマの
うち、県民が最も優先すべきと考えている再生可能エ
ネルギー等の導入量が概ね順調に推移しているほ
か、各指標も比較的改善傾向にあることから、評価原
案は「概ね順調」としたところであるが、委員会の意

やや
遅れている

４　評価原案に係る宮城県行政評価委員会の意見及び県の対応方針
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（２）宮城県行政評価委員会の意見及び県の対応方針等

政策
番号

施策
番号

委員会の意見 県の対応方針等

1 －

・政策課題1-2「地域資源を活用した観光産業
の振興」について、「振興」自体はどこの自治体
でもがんばっており、数値で成果を見ていくこと
が重要であることから、「振興による入込数の増
加」まで踏み込むべきではないか。

・政策評価シートに記載されている政策課題については、政策課題１ー２に掲げる「地
域資源を活用した観光産業の振興」を含め、新ビジョン実施計画の計画期間ごとに
設定するものとしているため、前期計画期間である令和３年度から令和６年度の間は
途中で修正等を行わないこととしている。頂いた意見については、関係部局と共有し、
中期計画期間（令和７年度から令和９年度）における新たな政策課題の検討に活か
していく。
　なお、施策評価においては、既に「観光客入込数」等の目標指標を設定しているとこ
ろであり、引き続き、達成状況を数値で捉えながら成果を検証するよう努める。

1 2

・観光庁調査において延べ宿泊者数が前年比約
３０％増となっているものの、目標指標の実績値
の落ち込みを考慮して評価する必要があると考
える。

・コロナ前後で人の動きも変わってきているの
で、アフターコロナにおける観光ニーズをしっかり
把握した上で必要な施策を進めていただきた
い。

・目標指標の実績値については、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年
以降、大幅な落ち込みとなっていることから、初期値である感染症拡大前の令和元年
と比較すると達成度が低い状況にある。
　一方、観光庁調査において、延べ宿泊者数は令和元年比で約７７%となっており、県
が実施した宿泊需要喚起策等の成果により、順調に回復している。
　県としては、令和６年度までの施策目標の達成に向け、令和４年度は、感染症が収
束していない状況ではあったが、ポストコロナの観光需要回復に向けた受入体制の
強化や、国内外に宮城の魅力をPRするために効果的な情報発信を行うなど、ポスト
コロナの観光振興につながる施策に取り組んできた。これらの取組成果は、現時点で
は、実績値には直結しないところではあるが、最終目標年度である令和６年度での達
成に向けて、将来の観光客の獲得や観光消費額の増加に向けた取組が順調に進ん
だことから、総合的に判断し、「やや遅れている」と評価した。

・今後、令和４年９月に策定した第５期みやぎ観光戦略プランに基づき、デジタルマー
ケティングによる戦略的なプロモーションや、特色ある地域資源の発掘・磨き上げ等を
行い、本県への更なる誘客促進を図るほか、観光客の満足度向上によりリピーター化
を図り、目標値の達成に向け取組を進めていく。

1 3

・全ての目標指標が施策目標❶❷の両方に関
連する中で、❶が「やや遅れている」、❷が「概ね
順調」、と異なる評価になっている理由が分かり
づらいので、❷も「やや遅れている」に下げるか、
又は、❷の説明のところで❶との違いがより明確
化されるよう表現を修正願いたい。

・実現に向けた方向性に示されている内容（プロ
セス）が、目標指標の実績値に直接的に表れな
いため、成果の説明の仕方を工夫する必要があ
ると考える。

・施策目標❷の施策の成果について、種苗は放
流後2～3年を経て水揚げされると推察するが、
単年度での水揚げと誤解されるような表現と
なっていることから、修正願いたい。

・委員会の意見を踏まえ、成果の検証❷の説明について、評価の理由がより明確化さ
れるような表現に修正する。

・次年度以降も施策３の目標指標設定上の特徴を踏まえた上で、取組の成果が分か
りやすい説明になるよう努めていく。

・委員会の意見を踏まえ、施策の成果❷の説明について、誤解を避ける表現となるよ
うに修正する。

2 －

・施策の評価が「やや遅れている」と「概ね順
調」に二分されている中で、それらを包括する政
策の評価を「概ね順調」とした理由をもう少し分
かりやすく説明する必要があると考える。

・一部の目標指標が落ち込んだことにより施策の評価が二分したものの、成果の検証
において、県民意識調査における優先すべきと思うテーマの中で、上位となった県内
への就職促進全体や柔軟に働き続けるための環境整備についての取組が推進され
ていることから、政策全体としては「概ね順調」と評価した。

2 4

・産業人材の確保、育成に当たっては、より危機
感をもって取り組むとともに、特に、高校生や大
学生に対する支援を重点的に進めていただく必
要があると考える。

・生産年齢人口の減少による労働力不足など、本県を取り巻く情勢の変化を踏まえ、
生産現場を支える人材やデジタル化の進展等に対応できる産業人材を育成するた
め、訓練や研修など能力開発の強化を図ってまいりたい。
　また、若者をはじめとした多様な産業人材を確保するため、雇用環境の整備や魅力
的な企業情報の発信、インターンシップ事業の充実のほか、きめ細かな就職支援を実
施し、県内就職・就業や地元定着の促進に向けて取り組んでまいりたい。

2 5

・産業基盤整備に関する目標指標がハード対策
に偏っているので、それ以外の指標の導入も検
討願いたい。

・仙台空港国際線乗降客数の実績値と目標値
の乖離が大きいことについて、コロナ禍の影響や
今後の見通し等にも触れておくべきではないか。

・現行指標の適切性を検証した上で、必要に応じて検討していく。

・委員会の意見を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の影響による落ち込みや回復途
上である旨が伝わるように施策評価シートを加筆・修正する。
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政策
番号

施策
番号

委員会の意見 県の対応方針等

3 6

・目標指標の多くが達成度Aであるにもかかわら
ず、合計特殊出生率の結果をもって「やや遅れて
いる」と評価していることが分かりづらいので、指
標の見直しが必要と考える。また、県として短期
的に何を進めていくべきかをもう少し踏み込んで
示していただきたい。

・経済的な理由で結婚しない人が増えていること
も踏まえた上で、政策ごとの縦割りではなく、経
済商工観光部等の他部局とも連携を図りなが
ら、対策に取り組んでいただきたい。

・「新・宮城の将来ビジョン」において、結婚、妊娠・出産、子育てを希望する全ての人
たちが、安心して子どもを生み育てることができるよう、総合的な少子化対策に重点
的に取り組むため「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」を政策推進の新たな柱
に位置付けており、「合計特殊出生率」は、その柱の目標指標に設定している。
※施策６及び施策７は政策３に包括されるが、政策３及び政策４は政策推進の基本
方向２「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」（柱２）に包括される。
　また、委員会の意見を踏まえ、施策評価シートの「課題解決に向けた対応方針」の
項目について、より伝わりやすい表現となるよう修正する。

・学びや就職・結婚・出産・子育てなど様々なライフイベントが重なる若い世代におい
て、経済的不安がなく良質な職場環境の下で、将来展望を持って生活できるようにす
ることが重要であると考えていることから、若い世代が結婚・出産に希望が持てるよ
う、庁内で連携を図りながら有効な施策を検討していく。

3 7

・目標指標が目指す宮城の姿と整合していない
と思われることから、指標の追加を検討願いた
い。

・単に体制が構築されたかどうかだけではなく、
それが子どもの学びや成長にどうつながったの
かについてもしっかり分析し、評価すべきと考え
る。

・❶の目指す姿は一般的な概念であることから、直接評価できる指標を設定すること
は難しいため、複数の目標指標を設定しており、それぞれの達成状況を確認しながら
総合的に評価しているもの。
・➋においても社会性や協調性を直接評価できる指標を設定することが難しいことか
ら、地域全体で子供たちの成長や学びを支え、相互がパートナーとして、連携・協働に
よる活動を推進していく母体となる「地域学校協働本部」の設置が進むことが、地域
の活性化や地方創生につながるものと捉えているため「地域学校協働本部がカバー
する学校の割合」を目標指標の一つとしている。

・こども食堂については、支援の内容の頻度が運営団体の事情に左右される部分も
大きいことから、当面は体制整備を進めることによる支援機会の創出を優先しなが
ら、今後の対応方策の在り方について検討していく。
・地域学校協働活動の推進については、主な成果として地域住民等と子供の交流機
会の増加に伴う地域コミュニティの活性化、子供たちが地域の歴史や文化等に触れ
ることによる地域への愛着の醸成などが挙げられる。
　一方、新型コロナウイルス感染症拡大による地域における人間関係の希薄化、次代
の担い手育成や持続可能な地域づくり体制の構築等が課題となっている。
　各自治体への訪問や意見交換等を行い、地域学校協働活動の課題解決に向けた
取組を進めていきたい。

4 －

・政策課題にある「生きる力」「健やかなからだ」
「豊かな人間性」などのキーワードが意味すると
ころが伝わりづらいので、もう少し何が課題なの
かが分かるような表現を検討願いたい。

・政策評価シートに記載されている政策課題については、新ビジョン実施計画の計画
期間ごとに設定するものとしているため、前期計画期間である令和３年度から令和６
年度の間は固定となり、期間の途中で修正等は行わないこととなっている。
　現在の政策課題については、文部科学省の学習指導要領や本県の教育振興基本
計画などを参考に設定したものとなっているが、頂いた意見を踏まえ、次回の更新時
期（中期計画期間：令和７年度から令和９年度）に向けた新たな政策課題の検討をし
てまいりたい。

4 8

・志教育のように成果の数値化が難しい取組の
評価において、子どもたちの成長が確かめられる
ようなデータの見せ方など、県民にも理解できる
ような分かりやすい説明を工夫いただきたい。

・委員会の意見を踏まえ、今後は、子どもたちの成長を確かめることができ、事業の成
果が説明できるよう、評価の仕方を工夫していく。
　具体的には、施策評価の目標指標を補う数値的評価として、６月に県内の抽出学年
（小学５年、中学２年）を対象に実施する「児童生徒意識調査」を活用し、志教育に関
連する質問項目を抽出して年度末（２月）に再度調査を行うことで、年度内の個人、
重点地域の変容を捉えるようにすることや、志教育支援事業による成果を発信（発
表、提言、地域への働き掛け等）する場合に、発信の対象者（地域の方、関係企業の
方等）にアンケートに協力をしてもらい、その結果を第三者による成果評価資料とした
上で、評価することを考えていく。

4 9

・体制整備によってどのように状況が改善したの
か、ハードだけではなく、ソフト的なところもしっか
り評価いただきたい。

・魅力ある・行きたくなる学校づくりを進める上では、特に、児童生徒が主体的に企
画・活動する取組を大切にしており、教師と児童生徒の意識にズレがないか児童生徒
の声を「意識調査」という形で聞き取り、取組を定期的に改善・修正しながら事業を
展開している。また、不登校や不登校傾向及びいじめ等により学校生活に困難を抱え
るようになった児童生徒の社会的自立や、自らの意思による学校復帰を希望する児
童生徒への支援を目的として市町村が設置している「みやぎ子どもの心のケアハウ
ス」については、定期的に本庁職員が訪問したり、各ケアハウス職員が一堂に会して
情報交換会を開いたりすることで、成果と課題を確認・共有し、学校に登校できない
児童生徒及びその保護者への支援につなげている。
　今後は、取組がどのような成果につながったのかを分析し、ソフト的なところも含め
評価していく。
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政策
番号

施策
番号

委員会の意見 県の対応方針等

5 11

・単にスポーツクラブが設置されたかだけではな
く、そのことによって活動がどれだけ活発化、充実
化したのか、ひいては健康な人の割合がどれだ
け増えたのかなど、他部局とも連携しながら、分
野を越えた検証、評価も必要であると考える。

・各市町村に総合型地域スポーツクラブが設置されることにより、県民が身近な場所
で気軽にスポーツに取り組み、健康で生き生きと生活を送ることができる社会の実現
が期待される。検証・評価の方法については、総合型地域スポーツクラブの活動内容
が、具体的にどのように充実したのかの把握などを検討してまいりたい。また、健康推
進に関しては、第2期宮城県スポーツ推進計画に係る、分野を超えたアクションプラン
の進捗確認等により検証していく。

6 －

・成果の検証に「医療・介護サービスの提供体制
の構築に向けた各種取組が着実に進められてい
る」とあるが、人材不足が慢性化している介護の
現場から見ると、「着実に」というまとめ方には違
和感があるので、表現を修正願いたい。

・施策１２の修正にあわせ、「各種取組が進められている」と修正する。

6 12

・成果の検証に「施策目標の達成に向けた各種
事業を着実に実施し、」とあるが、上記のとおり
「着実に」というまとめ方には違和感があるの
で、表現を修正願いたい。

・施策の課題や成果の検証において、目標指標
の達成状況への言及が不足しているため（特に
介護関係）、表現を修正願いたい。

・介護人材の不足については、個別の事象だけ
でなく、広い視点で課題を捉え、評価いただきた
い。

・メタボ対策については、県としてもっと危機感を
前面に出した上で、動画やアプリを作成するだけ
ではなく、普及状況も含めて成果を検証し、評価
すべきと考える。

・「各種取組を確実に実施」という記述は、「各種事業を実施したものの、成果として
目標指標にはつながっていない」という意味合いであったが、ややわかりづらいため、
「各種事業に取り組み」と修正する。

・施策目標❹関連の目標指標に言及する記載が少ないため、施策目標に対する成果
の検証❹において介護職員数やチームオレンジの立ち上げ市町村数に言及するよう
修正する。

・従来の記述では介護人材の不足等の諸課題に対する県の認識を充分に表現でき
ていなかったことから、施策目標に対する成果の検証❹をより広い視点で課題を捉え
た記述に修正する。また、来年度以降も広い視点で諸課題を捉え、的確に分析・対応
する姿勢を持ち続けるよう努めていく。

・メタボ該当者及び予備群減少に向けた事業の普及状況の検証として、施策の成果
の❶関連に、普及啓発資材として作成したダンササイズ動画について視聴数を追記
する。また、現状に対する危機感が伝わりづらい記述となっていることから、施策目標
に対する成果の検証❶の記述を修正する。

6 13

・障害の有無にかかわらずすべての子どもが学
べる機会・すべての人が共生する社会の実現を
めざすインクルーシブ教育の取り組みを、この施
策13に関連する事業に加えることができるかど
うか、検討の余地があると考える。

・インクルーシブ教育については、施策９の推進事業シート№19「特別支援教育総合
推進事業」等により取組を進めている。当該事業は新・宮城の将来ビジョン実施計画
において施策１３にも関連事業として紐づけられているが、施策１３の推進事業一覧
シートには掲載していないことから、今後、施策間の連携をより明確化した上で、評価
シート上での見せ方についても工夫していく。

6 14

・事故や事件に対する安全評価という意味では、
「交通事故死者数」よりも「交通事故件数」の方
が目標指標に相応しいと考える。

・公共交通について、利便性だけでなく、赤字を
どこまで許容するか等の経済効率性の問題にも
触れておく必要があるほか、例えば、免許を返納
した高齢者の活動が活発化することによる経済
効果や健康への影響など、部局横断での検証や
対応も必要であると考える。

・農山漁村の維持に向けて、今後は物流やイン
ターネットの整備が重要になってくると思うので、
そのような取組についても検討願いたい。

・人命尊重の理念に基づき、究極的には交通事故のない社会を目指すべきところ、
様々な道路交通安全対策を行っており、その施策の達成度を測定する指標として交
通事故死者数を設定している。
　県が策定する第１１次宮城県交通安全計画においても死者数を指標としていること
から、同様の指標を設定しており、目標指標として妥当であると考えている。

・公共交通の維持・確保を行うためには、持続可能であることが必要であり、経済効
率性への配慮は重要である。一方、高齢者の外出促進は、移動手段の維持・確保に
加え、交通施設のバリアフリー化の推進も必要であり、引き続き他部局と連携し、安全
で安心に利用できる交通環境の整備促進に努めていく必要がある。そのため、対応
方針案文中①の「移動手段の維持・確保」を「持続可能な移動手段の維持・確保」と
修正する。
  なお、高齢者の外出による経済効果と、県内の様々な移動手段の維持確保に係る
支援策の経済効率性とを併せて総合的な評価を行うことについては、担当部局と検
討したものの、個々人の交通機関の利用目的や代替となる移動手段の有無や内容な
ど地域の実情も様々であることから、把握が極めて難しく、一概に評価を行うことは困
難であると考えているが、高齢者が外出することで本人はもとより社会にも様々な効
用がもたらされるものであることから、こうした方々が外出したくなるような交通環境
の整備を推進してまいりたい。

・農山漁村地域の物流に関して、令和５年度から「農産物直売所ラストワンマイル実
証事業」により、高齢で農産物等直売所まで農産物の運搬が負担となっている生産
者に対し集荷サービスを行うとともに、同一の車両に移動式スーパーを備えるなど、
買い物弱者への支援や、農産物等直売所が宅配便荷物の取次や顧客までの配送を
担うことで、宅配便におけるドライバー不足問題に対応できないかなど検討することと
している。
　このように、本施策に直接関連付けがされていないものの、農山漁村地域の課題解
決に向けた各種事業は展開されていることから、必要に応じて本施策との連携を図り
ながら、適切に成果を把握できるように努める。
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政策
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番号

委員会の意見 県の対応方針等

7 －

・施策15が「やや遅れている」に下方修正される
場合は、施策１６が「概ね順調」であるため、これ
らを包括する政策が「概ね順調」とする理由をも
う少し分かりやすく説明する必要があると考え
る。

・本政策の評価については、県民意識調査の結果や、取り巻く現状等をベースに、委
員会の意見を踏まえながら、包括する施策全体を俯瞰して検証し、令和４年度分とし
て評価した。

7 15

・廃棄物関連に比べ、エネルギー関連の目標指
標が少ないので、指標の追加を検討願いたい。
・再生可能エネルギーについて、太陽光発電だけ
でなく、様々な種類のエネルギーも組み合わせな
がらトータルで進めていることをもっとPRするとと
もに、エネルギー全体に占める割合の推移等も
示しながら、取組の成果をより分かりやすく説明
願いたい。

・再生可能エネルギー関連の進捗については、「みやぎゼロカーボンチャレンジ2050
戦略」において、太陽光や水力、風力、バイオマス、地熱、地中熱などのエネルギー種
別の再エネ導入量（熱量・発電設備容量）や、産業、業務、家庭、運輸の部門別エネ
ルギー消費量を目標指標に設定している。
　これらの指標の進捗については、「宮城県再生可能エネルギー等・省エネルギー促
進審議会」に毎年報告し、県ホームページで公開することとしており、意見があった電
力自給率やエネルギー自給率といった割合の推移も、この中で補足的に示すこととし
ている。また、電力自給率などの割合の推移については、分母となる全体のエネル
ギー量の増減によって数値が変動する場合もあることから、施策15の指標として、進
捗が最も分かりやすい再生可能エネルギー導入量(熱量)」が適当であると考える。
　このため、今後は、指標の成果の中で、割合の推移も補足的に明記するなどにより、
これまで以上に分かりやすい説明に努めていく。
【参考１】
電力自給率（電力消費量に占める再生可能エネルギー(電力)の割合）
16.0%（令和３年度値／前年度比104％に増加）
【参考２】
県内の再生可能エネルギー導入量及びエネルギー消費量(県HP）
(https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/dounyuuryou.html)

7 16

・野生鳥獣の捕獲数を目標指標にしているが、
捕りすぎにも限度があると思うので、そもそも捕
獲数が多いほど評価が高まるという指標の設定
に無理があると考える。

・野生鳥獣の捕獲数については、「宮城県第三期イノシシ管理計画」及び「宮城県第
三期ニホンジカ管理計画」において適正生息密度への誘導を掲げており、区域ごと
の管理目標の達成に向けて目標値を設定している。
　現在の推定生息密度を踏まえると、管理目標の達成には目標以上の捕獲が必要で
あると考えており、イノシシについても、豚熱の影響が無ければ捕獲数が著しく減少す
ることなく、順調に推移したと想定されるため、指標として妥当であると考えている。

8 17

・施策目標❷に掲げる大規模災害に対するソフ
ト対策について、目標指標以外の部分も含め、取
組の成果等をより具体的に示す必要があると考
える。

・自主防災組織の組織率について、ポストコロナ
に向け、地域住民と連携した学校での避難訓練
と連動を図りながら取組を実施していく必要が
あると考える。

・施策目標にある「ハード・ソフトが一体となった
備え」について、ハード対策は順調に進む一方で
ソフト対策は遅れており、一体感が見えづらい状
況となっていることから、両者のバランスについて
も考慮いただくとともに、評価においても、より分
かりやすい表現となるよう工夫願いたい。

・委員会の意見を踏まえ、施策目標❷に掲げるソフト対策に係る取組の成果、課題と
対応方針、及びその評価について、施策評価シートに加筆した。土砂災害警戒区域等
における防災・減災のためには、ハード・ソフト一体となった備えが重要であることか
ら、区域指定に向けた基礎調査結果の公表及び地元説明会の実施、市町村や住民
向けの「土砂災害講習会」や「出前講座」の開催等、目標指標で掲げた以外の事務
や土砂災害防止法に基づく県の法定事務以外の事務を含め、地域の減災に資する
ソフト対策に、引き続きハード対策と一体的に取り組んでいく。

・自主防災組織の組織率向上のため、地域住民と連携した学校での避難訓練と連動
する取組の実施について、関係部署等と調整を図っていく。

・上述のとおり、目標指標で掲げた以外のソフト対策にも取り組むほか、「推進事業一
覧シート」に掲載した各事業や施策目標❶に係る取組とあわせて、施策全体として、
大規模化・多様化する災害への対策の強化に向けた取組を推進していく。

8 18

・水道事業について、事業者の基盤強化だけで
はなく、民営化の利点や運営状況等を引き続き
広報していくことで、県民の不安払拭に努めてい
ただきたい。

・インフラ整備について、目標は達成しているもの
の、近年、各地で橋梁や道路等の老朽化が顕著
になってきているので、更に高い目標を掲げて取
組を強化願いたい。

・水道事業における公共施設等運営事業の導入は、施設の所有権を県が有したま
ま、浄水場や下水処理場の運転管理等、管路を除く一部施設に運営権を設定したも
のであり、引き続き県が最終責任を持って事業運営を行う官民連携事業である。
　事業の導入に当たり県民の理解を得ることが重要なことから、これまでホームページ
や県政だより等の様々な手法を活用して繰り返し丁寧に情報発信を行ってきたが、事
業開始後においてもポータルサイトを一新し、事業制度についての資料や毎月のモニ
タリング結果、水質検査結果等を分かりやすく公表している。
　水道事業は生活に密接した重要なインフラであることから、今後も適時適切な情報
公開に努め、県政だよりやパネル展示、施設見学者対応のほか、運営事業者と連携し
た広報活動に取り組み、安全・安心な水道事業についての県民の理解を広げていく。

・インフラは県土及び産業を支える重要な基盤であるため、引き続き計画的な投資と、
効率的なマネジメント等の取組を進めていく。
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R3

1 経済成長率（計画期間中における平均名目成長率の国の成長率との差）（ポイ
ント）

新規 0.5 ポイント -2.0 0.1

2 労働生産性（就業者一人当たりの県内総生産）（千円） 新規 8,456 千円 8,192 8,609
3 一人当たりの県民所得（千円） 新規 3,040 千円 2,975 3,080

1 企業立地件数（件）［累計］ 継続 347 件 375 396 B 465
2 企業集積等による雇用機会の創出数（人）［累計］ 継続 18,677 人 20,948 23,711 A 25,250
3 産学官連携数（件） 継続 2,234 件 2,407 2,504 A 2,594
4 知的財産の支援（知的財産関連成約）件数（件）［累計］ 継続 264 件 278 286 A 299
5 製造品出荷額等（食料品製造業を除く）（億円） 継続 40,080 億円 38,676 36,864 D 41,289
6 県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数（者）［累計］ 継続 20 者 42 66 B 114

7 観光客入込数（万人） 継続 6,796 万人 4,495 5,724 D 7,000
8 外国人延べ宿泊者数（万人泊） 継続 53.4 万人泊 3.6 5.9 D 50.0
9 観光消費額（億円） 継続 3,989 億円 2,624 3,117 D 3,990

10 宿泊観光客数（万人泊） 継続 989 万人泊 584 778 D 990
11 サービス業の付加価値額（億円） 継続 27,720 億円 28,046 26,978 D 28,560

12 農業産出額（億円） 継続 1,939 億円 1,902 1,755 D 2,116
13 園芸産出額（億円） 継続 333 億円 339 324 D 467
14 漁業産出額（億円） 継続 789 億円 718 655 B 789
15 水産加工品出荷額（億円） 継続 2,327 億円 2,324 2,270 D 2,376
16 林業産出額（億円） 継続 84.6 億円 84.9 92.2 B 100.5
17 木材・木製品出荷額（億円） 継続 849 億円 847 710 D 963
18 製造品出荷額等（食料品製造業）（億円） 継続 6,576 億円 6,579 6,716 B 6,900
19 付加価値額（食料品製造業）（億円） 継続 2,197 億円 2,103 2,186 D 2,500
20 国際水準GAP導入・認証総数（農業）（件数）［累計］ 新規 160 件 161 155 D 241

21 就業率（%） 新規 60.1 % 60.0 59.7 D 62.0
22 高校生の県内製造業就職率（%） 新規 32.6 % 34.7 35.6 A 35.0
23 第一次産業における新規就業者数（農業）（人） 継続 158 人 174 109 D 160
24 第一次産業における新規就業者数（水産業）（人） 継続 35 人 31 18 D 43
25 第一次産業における新規就業者数（林業）（人） 継続 48 人 42 42 D 88
26 所定外労働時間数（時間） 新規 10.2 時間 9.5 9.7 C 8.7
27 年次有給休暇の取得日数（日） 新規 8.5 日 9.6 10.0 A 10.1
28 キャリアアップに向けた人材育成等を目的としたプログラム推進件数（件） 新規 59 件 59 59 D 62
29 開業率（%） 新規 3.6 ％ 3.7 3.3 D 4.8
30 認定農業者数（経営体） 継続 6,279 経営体 6,026 5,908 D 6,300

31 スマートインターチェンジ等の設置数（箇所）［累計］ 新規 7 箇所 7 8 A 8
32 仙台塩釜港（仙台港区）におけるコンテナ貨物の取扱量（実入）（万TEU） 継続 19.7 万TEU 18.3 17.3 B 19.7
33 仙台塩釜港（仙台港区）の取扱貨物量（コンテナ貨物を除く）（万トン） 継続 3,330 万㌧ 2,952 2,972 B 3,330
34 仙台空港乗降客数（万人） 継続 371.8 万人 165.1 279.4 C 371.8
35 仙台空港国際線乗降客数（万人） 継続 37.9 万人 0.0 1.5 D 37.9
36 東北６県及び新潟県の延べ宿泊者数（万人泊） 継続 4,294 万人泊 2,799 3,429 B 3,835

R4 R5 R6

つ
く
る
2

施策4 時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備

施策5 時代に対応した宮城・東北の価値を高める産業基盤の整備・活用

※各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないものについては、測定可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、最新
値への更新に伴い、数値を訂正する場合があります。

政
策
推
進
の
基
本
方
向
1
 
富
県
宮
城
を
支
え
る
県
内
産
業
の
持
続
的
な
成
長
促
進

柱1

政策1 全産業で，先進的取組と連携によって新しい価値をつくる

つ
く
る
1

施策1 産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・ 新産業の創出

施策2 宮城が誇る地域資源を活用した観光産業と地域を支える商業・サービス業の振興

施策3 地域の底力となる農林水産業の国内外への展開

政策２ 産業人材の育成と産業基盤の活用によって持続的な成長の基礎をつくる

目標指標における実績値の推移
目標指標一覧

政策推進の基本方向1 富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進
旧ビジョ

ンからの

継続及び

新規

初期値 単位
実績値の推移 前期

目標値

2,803
7,876

-0.2

参考資料１
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R3
4 合計特殊出生率 継続 1.23 － 1.15 1.4

5 児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがあると思うと答えた児童生徒の
割合小学６年生）(%)

新規 78.8 % 73.8 83.0

6 児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがあると思うと答えた児童生徒の
割合中学３年生）(%)

新規 69.8 % 72.7 76.0

37 みやぎ結婚支援センター登録者数（人） 新規 201 人 1,586 2,427 A 1,000
38 育児休業取得率（男性）（%） 継続 5.0 % 14.6 25.9 A 13.0
39 育児休業取得率（女性）（%） 継続 77.3 % 92.9 95.2 A 95.0
40 「みやぎっこ応援の店」登録店舗数（店）［累計］ 新規 2,181 店 2,375 2,525 B 3,000
41 認定こども園の設置数（箇所） 新規 77 箇所 149 180 A 150
42 保育所等利用待機児童数（人） 継続 340 人 75 75 A 0

43 県内における子ども食堂の数（箇所）［累計］ 新規 70 箇所 103 139 A 180
44 里親委託率（%） 新規 37.6 ％ 40.7 40.7 D 51.4
45 朝食を毎日食べる児童の割合（小学6年生）（%） 新規 96.5 ％ 95.3 94.2 D 97.0

46 市町村における子育てサポーター及び子育てサポーターリーダーの活動者数
（人）

継続 300 人 410 404 A 300

47 「家庭教育支援チーム」の活動件数（件） 新規 79 件 210 268 A 101

48 地域学校協働本部がカバーする学校の割合（公立小・中学校）（仙台市を除
く）（%）

新規 54.3 ％ 63.9 67.4 A 70.0

49 保幼小接続のための「スタートカリキュラム」を作成している市町村立小学校の
割合（仙台市を除く）（%）

新規 17.6 ％ 20.8 21.0 D 50.0

50 「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒の割合（小学5年生）（%） 新規 90.6 ％ 88.3 87.7 D 92.0
51 「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒の割合（中学１年生）（%） 新規 81.3 ％ 79.6 78.3 D 83.0

52 「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児童生徒の割合（小学6年生）
（%）

新規 95.3 ％ 95.6 94.4 B 95.0

53 「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児童生徒の割合（中学3年生）
（%）

新規 93.8 ％ 95.1 95.2 A 94.0

54 インターンシップやアカデミックインターンシップ等に取り組んでいる県立高等学
校の割合（%）

新規 72.7 ％ 39.0 70.1 D 80.0

55 新規高卒者の就職決定率の全国平均値とのかい離（ポイント） 継続 1.1 ポイント 1.3 0.5 D 1.0
56 児童生徒の家庭等での学習時間（小学6年生：30分以上の児童の割合）（%） 継続 94.0 ％ 90.1 88.0 D 94.8

57 児童生徒の家庭等での学習時間（中学3年生：1時間以上の生徒の割合）
（%）

継続 64.2 ％ 70.7 66.2 C 70.0

58 児童生徒の家庭等での学習時間（高校2年生：2時間以上の生徒の割合）
（%）

継続 19.2 ％ 13.7 14.3 D 20.0

59 「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができている
と思う」と答えた児童生徒の割合（小学6年生）（%）

新規 73.2 ％ 78.6 78.0 A 77.0

60 「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができている
と思う」と答えた児童生徒の割合（中学3年生）（%）

新規 73.2 ％ 77.5 79.8 A 77.0

61 全国平均正答率とのかい離（小学6年生）（ポイント） 新規 -3.0 ポイント -3.5 -4.5 D 0.0
62 全国平均正答率とのかい離（中学3年生）（ポイント） 新規 -3.5 ポイント -3.5 -3.5 D 0.0
63 大学等への現役進学達成率の全国平均値とのかい離（ポイント） 継続 0.2 ポイント 0.9 1.1 A 1.5

64 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（小学5年生）（男）（ポイント）

継続 -0.36 ポイント -0.37 -0.84 D 0.1

65 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（小学5年生）（女）（ポイント）

継続 -0.33 ポイント -0.44 -0.49 D 0.1

66 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（中学2年生）（男）（ポイント）

継続 0.08 ポイント 0.23 0.09 A 0.1

67 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（中学2年生）（女）（ポイント）

継続 -1.01 ポイント -1.04 -1.21 D 0.1

68 保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合（小学校）
（%）

新規 62.4 ％ 40.8 42.0 D 81.0

69 保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合（中学校）
（%）

新規 48.5 ％ 37.1 37.7 D 61.0

70 学校関係者評価を広く公表している県立高等学校の割合（%） 継続 77.9 ％ 72.7 75.3 D 85.0

71 特別支援学校の児童生徒が居住地の小・中学校の児童生徒と交流及び共同
学習した割合（%）

継続 12.6 ％ 28.3 31.3 A 36.0

72 「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合（小学5年生）（%） 新規 83.0 ％ 85.8 81.2 D 88.0
73 「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合（中学1年生）（%） 新規 79.4 ％ 87.5 82.7 A 82.0
74 不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生徒の割合（小学生）（%） 新規 68.5 ％ 75.8 90.2 A 90.0
75 不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生徒の割合（中学生）（%） 新規 72.6 ％ 79.2 86.8 A 94.0
76 授業中にＩＣＴを活用して指導することができる教員の割合（%） 新規 66.5 ％ 67.2 70.1 A 72.5

政策推進の基本方向2　社会全体で支える宮城の子ども・子育て
旧ビジョ

ンからの

継続及び

新規

初期値

1.09

74.9

74.7

単位
実績値の推移 前期

目標値
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政策3　子ども・子育てを社会全体で切れ目なく応援する環境をつくる

つ
く
る
3

施策6　結婚・出産・子育てを応援する環境の整備

施策7　家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支える体制の構築　

政策４　社会を生き、未来を切りひらく力をはぐくむ教育環境をつくる 

つ
く
る
4

施策8　多様で変化する社会に適応し、活躍できる力の育成

施策9　安心して学び続けることができる教育体制の整備

※各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないものについては、測定可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、最新
値への更新に伴い、数値を訂正する場合があります。

柱2

R4 R5 R6
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R3
7 人口の社会増減（人） 新規 -1,983 人 -728 0
8 暮らしの満足度（宮城で暮らして良かったと思う県民の割合）（％） 新規 86.8 ％ 86.4 88.0
9 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（男性）（年） 新規 72.39 年 72.90 73.21
10 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（女性）（年） 新規 74.43 年 75.10 75.25

77 雇用支援拠点における支援者の就職件数（人）［累計］ 新規 0 人 566 1,303 C 4,215
78 高年齢者雇用率（%） 継続 15 ％ 15.3 15.5 D 17.8
79 障害者雇用率（%） 継続 2.11 ％ 2.21 2.21 A 2.30
80 女性のチカラを活かすゴールド認証企業数（社） 新規 34 社 36 39 B 46
81 地方創生推進交付金の活用事業数(市町村分)（事業）［累計］ 新規 162 事業 191 219 B 283
82 「みやぎ移住サポートセンター」を通じたUIJターン移住者数（人）［累計］ 新規 348 人 551 668 A 790
83 都市と農村の交流活動事業に参加した人数（人） 新規 284 人 201 394 A 310
84 多言語による生活情報の提供実施市町村数（市町村）［累計］ 継続 27 市町村 29 34 A 35
85 外国人雇用者数（技能実習生を除く）（人） 新規 9,118 人 9,496 10,907 C 15,033

86 みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（文化芸術が身近な所で
様々な分野に活用され地域の活性化に役立っていると思う人の割合）（%）

新規 27.5 ％ 85.0 73.3 A 60.0

87 みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（不安を抱える方々の心のケ
アのために文化芸術の果たす役割が大切だと思う人の割合）（%）

新規 66.5 ％ 92.7 82.2 A 80.0

88 総合型地域スポーツクラブの市町村における育成率（%） 継続 77.1 ％ 77.1 77.1 D 100
89 生涯学習プラットフォーム閲覧数（セッション数）（件） 新規 0 件 5,488 14,045 D 48,000
90 市町村社会教育講座の参加者数（人口千人当たり）（人） 継続 744 人 279 320 D 756

91 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合（%） 新規 30.9 ％ 31.4 32.6 D 29.4
92 12歳児のむし歯のない人の割合（%） 新規 61.3 ％ 65.1 64.6 A 66.3
93 自殺死亡率（人口10万対） 継続 17.5 － 17.3 17.3 D 13.1
94 県の施策による自治体病院等（県立病院を除く）への医師配置数（人） 継続 114 人 123 105 D 179
95 新規看護職員充足率（%） 継続 77.6 ％ 77.6 78.3 D 100.0
96 特別養護老人ホーム入所定員数（人）［累計］ 継続 12,464 人 12,490 12,826 C 13,564
97 チームオレンジの立ち上げ市町村数（か所）［累計］ 新規 0 箇所 2 4 D 26
98 介護職員数（人）［累計］ 継続 32,870 人 33,061 33,507 D 40,177

99 低床バス導入率（%） 新規 62.8 ％ 64.0 70.9 A 76.3
100 グループホーム利用者数（人） 継続 2,536 人 2,963 2,963 A 3,146
101 入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院後３ヶ月時点の退院率）（%） 継続 59.0 ％ 58.3 58.6 D 69.0

102 入院中の精神障害者の地域生活への移行（精神病床における入院後1年時点
の退院率）（%）

継続 86.0 ％ 87.2 86.1 D 92.0

103 入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院期間1年以上の長期在院者
数）（人）

継続 3,092 人 2,767 2,627 A 2,506

104 就労継続支援Ｂ型事業所等における工賃の平均月額（円） 継続 17,477 円 18,240 18,202 D 25,000

105 １人当たり年間公共交通機関利用回数（回） 継続 121 回 121 90 B 106
106 商店街の活性化状況（営業継続率）（%） 新規 99.0 ％ 99.0 99.0 A 95.0
107 刑法犯認知件数（件） 継続 10,193 件 9,398 9,897 A 10,193
108 交通事故死者数（人） 継続 44 人 42 37 A 44

柱3
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政策5 一人ひとりがいきいきと豊かに生活できる環境をつくる

つ
く
る
5

施策10 就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進

施策11 文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興

政策6 健康で、安全安心に暮らせる地域をつくる

つ
く
る
６

施策12 生涯を通じた健康づくりと持続可能な医療・介護サービスの提供

施策13 障害の有無に関わらず安心して暮らせる社会の実現

75.10
72.90
83.4
637

政策推進の基本方向３ 誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり
旧ビジョ

ンからの

継続及び

新規

初期値 単位
実績値の推移 前期

目標値R4 R5 R6

施策14 暮らし続けられる安全安心な地域の形成

※各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないものについては、測定可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、最新値
への更新に伴い、数値を訂正する場合があります。
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R3
11 県内の温室効果ガス排出量（千t-CO2) 新規 18,943 千t-CO2 18,156 15,236

12 防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災意識の高さ）（％） 新規 84.2 ％ 93.7 90.0

109 環境に配慮されたマークのある商品を選ぶことを意識する人の割合（%） 新規 46.2 % 33.0 33.0 D 60.0
110 森林整備面積（ha/年） 新規 3,619 ha 3,221 3,373 D 5,950
111 再生可能エネルギー等の導入量（熱量換算）（ＴＪ） 継続 33,473 TJ 37,100 37,264 B 42,248
112 一般廃棄物リサイクル率（%） 継続 25.5 ％ 24.2 24.3 D 27.7
113 産業廃棄物リサイクル率（%） 継続 35.6 ％ 34.5 36.9 A 35.0
114 県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量（g/人･日） 継続 982 g/人・日 977 976 D 946
115 産業廃棄物排出量（千ｔ） 継続 10,962 千t 10,248 10,488 A 10,481

116 豊かな生態系（植生自然度と河川生物生息状況）（点） 新規 7.0 点 6.9 6.7 D 7.3
117 森林認証取得面積（ha）［累計］ 新規 13,320 ha 13,330 13,325 D 20,000
118 野生鳥獣の捕獲数（イノシシ）（頭） 新規 10,791 頭 8,815 6,382 D 15,000
119 野生鳥獣の捕獲数（ニホンジカ）（頭） 新規 3,551 頭 5,798 4,872 A 4,200
120 農村環境保全等の協働活動に参加した人数（人）［累計］ 継続 58,102 人 61,014 62,507 A 66,500
121 日本型直接支払制度取組面積（ha） 新規 75,208 ha 75,502 76,291 A 74,200
122 みやぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動参加者数（人） 新規 1,900 人 2,238 3,836 A 2,850
123 景観行政に主体的に取り組んでいる市町村数（市町村）［累計］ 継続 17 市町村 17 18 A 19

124 女性防災リーダー養成者数（宮城県防災指導員（登録辞退者等を除く）（人）
［累計］

新規 856 人 1,150 1,350 A 1,350

125 自主防災組織の組織率（%） 継続 83.1 ％ 83.1 83.2 D 87.0
126 地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合（%） 新規 47.8 ％ 42.0 42.4 D 70.0
127 緊急輸送道路の橋梁耐震化率（%）［累計］ 新規 68.0 ％ 71.0 72.0 A 75.0
128 河川整備率（%） 新規 37.4 ％ 38.0 38.1 A 38.7
129 土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数（箇所）［累計］ 継続 635 箇所 639 641 A 647
130 土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数（箇所）［累計］ 継続 8,229 箇所 8,313 8,423 D 13,058

131 橋梁の長寿命化対策率（%）［累計］ 新規 7.0 ％ 18.0 31.0 A 48.0
132 港湾施設の長寿命化対策率（%）［累計］ 新規 30.6 ％ 30.6 44.4 B 58.3
133 アドプトプログラム認定団体数（団体）［累計］ 継続 641 団体 686 714 A 684

政策8  世代を超えて安全で信頼のある強くしなやかな県土をつくる

初期値 単位
実績値の推移 前期

目標値R4 R5 R6

政策7 自然と人間が共存共栄する社会をつくる

つ
く
る
7

施策15 環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタイルの確立

施策16 豊かな自然と共生・調和する社会の構築

※各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないものについては、測定可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、最新値
への更新に伴い、数値を訂正する場合があります。

柱4

政策推進の基本方向４ 強靭で自然と調和した県土づくり 
旧ビジョ

ンからの

継続及び

新規
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施策17 大規模化・多様化する災害への対策の強化

施策18 生活を支える社会資本の整備，維持・管理体制の充実 

104.6

18,156
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番号（柱） 1 柱 1 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 2 柱 1 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 3 柱 1 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

実績値の推移（グラフ）
※各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないものについては、測定可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、
最新値への更新に伴い、数値を訂正する場合があります。

一人当たりの県民所得（千円）

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、生産性の向上、高付加価値化及び企業誘致、地
域の魅力向上により質の高い雇用を創出する取組が多く盛り込まれており、これらの取組は、一人当たり
の県民所得に影響すると考えられることから、宮城県民経済計算の一人当たりの県民所得を目標指標とし
て設定した。

経済成長率（計画期間中における平均名目成長率の国の成長率との差）（ポイント）

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、各産業における生産性や付加価値の向上により
県内総生産の増加を図る取組が多く盛り込まれており、これらの取組は、本県経済の成長に影響すると考
えられることから、宮城県民経済計算の経済成長率を目標指標として設定した。

労働生産性（就業者一人当たりの県内総生産）（千円）

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、先端技術の活用等による生産性の向上や次世代
放射光施設の活用等による付加価値の向上を図る取組が多く盛り込まれており、これらの取組は、労働生
産性に影響すると考えられることから、宮城県民経済計算の労働生産性を目標指標として設定した。
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番号（柱） 4 柱 2 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 5 柱 2 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 6 柱 2 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがあると思うと答えた児童生徒の割合小学6年生）

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、夢や志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力
をはぐくむ教育を展開する取組が多く盛り込まれており、未来の宮城を担う全ての子どもたちが、健やか
に成長し安心して学び続けるためには、自己肯定感が重要であることから、全国学力・学習状況調査にお
いて、「自分には良いところがある」と答えた児童（番号6は生徒）の割合を目標指標として設定した。

児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがあると思うと答えた児童生徒の割合中学3年生）

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、夢や志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力
をはぐくむ教育を展開する取組が多く盛り込まれており、未来の宮城を担う全ての子どもたちが、健やか
に成長し安心して学び続けるためには、自己肯定感が重要であることから、全国学力・学習状況調査にお
いて、「自分には良いところがある」と答えた児童（番号6は生徒）の割合を目標指標として設定した。

合計特殊出生率

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備や、未来の
宮城を担う全ての子どもの健やかな成長を後押しする取組が多く盛り込まれており、これらの取組は、県
内での出生行動に影響すると考えられることから、厚生労働省人口動態統計のうち、合計特殊出生率を目
標指標として設定した。
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番号（柱） 7 柱 3 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 8 柱 3 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 9 柱 3 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

人口の社会増減（人）

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」は、魅力ある地域づくりや移住定住など、「地
域に人をとどめる」「地域に人を呼び込む」取組が多く盛り込まれており、これらの取組は、人口の社会
減の解消に影響すると考えられることから、住民基本台帳に基づく人口移動調査の結果を目標指標として
設定した。

暮らしの満足度（宮城で暮らして良かったと思う県民の割合）（％）

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」は、「安全安心」や「地域づくり」の取組が盛
り込まれており、これらの取組は、県民の暮らしの満足度に影響すると考えられることから、県民意識調
査の質問項目「暮らしの満足度（あなたは、宮城で暮らして良かったと思いますか）」の結果を目標指標
として設定した。

健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（男性）（年）

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」は、生涯を通じた健康づくりの取組が盛り込ま
れており、これらの取組は、健康寿命に影響すると考えられ、平均寿命と健康寿命との差の縮小は、医療
費や介護給付費など社会保障費の増大や個人の生活の質の低下を防ぎ、県民が健康で安心に暮らせる地域
社会づくりにつながることから、厚生労働省発表の「日常生活に制限のない期間の平均」を目標指標とし
て設定した。
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番号（柱） 10 柱 3 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 11 柱 4 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号（柱） 12 柱 4 政策 施策

名称

 目標指標の
 設定根拠

防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災意識の高さ）（％）

柱4「強靭で自然と調和した県土づくり」は、「防災リーダーの育成推進」や「自主防災組織の活性化」の
取組が盛り込まれており、これらの取組は、県民の防災意識に影響すると考えられることから、県民意識
調査の結果を基にした「防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災意識の高さ）」を目標指標と
して設定した。

県内の温室効果ガス排出量（千t-CO2)

柱4「強靭で自然と調和した県土づくり」は、再生可能エネルギーの地産地消や水素エネルギー等の利活用
の促進、県民総ぐるみの省エネルギー活動など、「脱炭素社会の実現」に向けた取組が多く盛り込まれて
おり、これらの取組は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス削減に影響することから、県内で排出され
る温室効果ガスを二酸化炭素換算した指標を目標値として設定した。

健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（女性）（年）

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」は、生涯を通じた健康づくりの取組が盛り込ま
れており、これらの取組は、健康寿命に影響すると考えられ、平均寿命と健康寿命との差の縮小は、医療
費や介護給付費など社会保障費の増大や個人の生活の質の低下を防ぎ、県民が健康で安心に暮らせる地域
社会づくりにつながることから、厚生労働省発表の「日常生活に制限のない期間の平均」を目標指標とし
て設定した。
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番号 1 柱 1 政策 1 施策 1

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 2 柱 1 政策 1 施策 1

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 3 柱 1 政策 1 施策 1

名称

 目標指標の
 設定根拠

施策1は、産学官が連携してものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・新産業の創出
に取り組むものであり、こうした取組は企業立地件数に影響すると考えられることから、経済産業省工場
立地動向調査における企業立地件数を目標値として設定した。

施策1は、産学官が連携してものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・新産業の創出
に取り組むものであり、こうした取組は産業集積による雇用創出数に影響すると考えられることから、県
の企業誘致における優遇制度である、みやぎ企業立地奨励金交付企業における雇用創出数を目標値として
設定した。

産学官連携数（件）

施策1は、産学官連携によるものづくり産業等の発展を目指すものであり、先進的技術の活用を通じた県内
企業の生産性の向上とイノベーションの創出を図るための成果指標として産学官連携数を用いることとし
た。数値は、KCみやぎ参画機関への相談から産学連携につながった指標としてKCみやぎ参画学術機関と企
業との共同研究及び受託研究件数とした。

企業立地件数（件）［累計］

企業集積等による雇用機会の創出数（人）［累計］
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番号 4 柱 1 政策 1 施策 1

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 5 柱 1 政策 1 施策 1

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 6 柱 1 政策 1 施策 1

名称

 目標指標の
 設定根拠

知的財産の支援（知的財産関連成約）件数（件）［累計］

施策1は、ものづくり産業の先進的技術を活用した商品・サービスの創出等を支援するものであり、スター
トアップや海外市場への展開、成長分野など他分野への進出等の事業化には、知的財産の権利化や活用が
重要であるとことから、県内企業等に対する知的財産に関する支援の件数を目標指標として設定した。

製造品出荷額等（食料品製造業を除く）（億円）

施策1は、ものづくり産業の振興に取り組むものであり、特に自動車関連産業や高度電子機械関連産業つい
て重点的な支援対象であることから、食料品製造業を除いた製造品出荷額等を目標指標として設定した。

県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数（者）［累計］

施策1は、県内企業の海外への拠点設立や海外企業との商談機会創出を支援するものであり、こうした取組
は国内需要の低下が見込まれる中、より多くの企業が海外との取引を拡大することを促進するものであ
り、施策の達成度を図るものとして、県の支援策を活用した企業の数を目標指標とした。
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番号 7 柱 1 政策 1 施策 2

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 8 柱 1 政策 1 施策 2

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 9 柱 1 政策 1 施策 2

名称

 目標指標の
 設定根拠

観光客入込数（万人）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出・磨き上げや効果的な情報発信等により交流人口の拡大等
に取り組むものである。観光客入込数は、観光による交流人口を把握する数値であり、観光消費額や経済
波及効果を算定するための基礎数値として、観光振興の度合を示す指標の一つであることから、宮城県観
光統計概要における観光客入込数を目標指標として設定した。ただし、観光客の母数の減少が想定される
人口減少社会において、今後も観光客入込数を目標指標として採用し続けるか、検討する必要がある。

外国人延べ宿泊者数（万人泊）

施策2は、国内外の多様なニーズに対応した満足度の高い観光地づくりにより、外国人を含めた観光客の増
加に取り組むものであり、こうした取組は外国人延べ宿泊者数に影響するものと考えられる。国は2030年
に訪日外国人旅行者数を6,000万人とする目標値を定めており、観光需要が減少する中でも、宿泊滞在に伴
う消費行動により、地域経済への貢献も推し量られることから、観光庁宿泊旅行統計における外国人延べ
宿泊者数を目標指標として設定した。

観光消費額（億円）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出や効果的な情報発信等に取り組むものであり、観光客や観
光消費額の増加につながると考えられる。観光消費額は、宿泊代、飲食代、土産代、交通費など、観光客
の消費活動により地域にもたらされる直接的な経済効果であり、観光客の増減や動態に応じて変化するも
のである。観光産業はすそ野が広いことから、地域経済への波及効果や、観光施策が県経済に与える影響
を客観的に評価する上で重要であるため、宮城県観光統計概要の観光消費額を目標指標として設定した。
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番号 10 柱 1 政策 1 施策 2

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 11 柱 1 政策 1 施策 2

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 12 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

宿泊観光客数（万人泊）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出や受入体制整備等により多様なニーズに対応した満足度の
高い観光地づくりに取り組むものであり、こうした取組は宿泊観光客数に影響すると考えられる。宿泊観
光客数は、宿泊者数の実情を把握する客観的な数値であり、宿泊滞在の消費行動による、地域経済への効
果を推し量ることができる数値である。みやぎ観光戦略プランにおいても、観光振興の度合を示す上で重
要な基本指標の一つであることから、宮城県観光統計概要の宿泊観光客数を目標指標として設定した。

サービス業の付加価値額（億円）

施策2は、地域の特色ある資源を活用したブランド品の創出によるサービスの高付加価値化に取り組むもの
であり、こうした取組はサービス関連業種の県内総生産に影響すると考えられることから、県民経済計算
における県内総生産（名目）のサービス関連業の合計値を目標指標として設定した。

農業産出額（億円）

施策3のうち、農業分野においては、先進的技術等を活用した生産性の向上や多様な担い手・大規模な経営
体、意欲ある家族経営体の確保・育成等により、県産品の安定的生産や6次産業化等による経営の多角化等
に取り組むものであり、こうした取組が農業産出額につながると考えられることから、農林水産省生産農
業所得統計における農業産出額を目標指標として設定した。
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番号 13 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 14 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 15 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

園芸産出額（億円）

施策3は、農林水産業の持続的発展や食産業の振興、農林水産業と食品製造業等を繋ぐバリューチェーンの
構築を図るものであり、これらの実現に向けては、園芸品目を核とした取組も有効な手段となる。こうし
た取組は、園芸産出額に影響すると考えられることから、農林水産省生産農業所得統計における野菜（含
いも類）、花き、果樹の合計値を目標指標として設定した。なお、園芸産出額は、第3期みやぎ食と農の県
民条例基本計画における目標値でもある。

漁業産出額（億円）

施策3は、水産物の安定生産や付加価値向上等を図るものであり、こうした取組は漁業生産額に影響すると
考えられることから、漁業・養殖業生産統計における漁業産出額を目標指標として設定した。

水産加工品出荷額（億円）

施策3は、水産加工品の商品開発や国内外への販路拡大等に取り組むものであり、こうした取組は水産加工
品出荷額に影響すると考えられることから、工業統計における水産加工品出荷額を目標指標として設定し
た。
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番号 16 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 17 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 18 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

林業産出額（億円）

施策3は、県産材の利用拡大や丸太の流通の合理化等に取り組むものであり、こうした取組は林業産出額に
影響すると考えられることから、農林水産省農林水産統計における林業産出額を目標指標として設定し
た。但し、統計資料であることから、年実績の公表は1年遅れで公表されるものである（R3年実績→R5年3
月公表）。

木材・木製品出荷額（億円）

施策3は、県産材の利用拡大や丸太の流通の合理化等に取り組むものであり、こうした取組は木材・木製品
出荷額に影響すると考えられることから、総務省・経済産業省経済センサス等における木材・木製品出荷
額を目標指標として設定した。但し、統計資料であることから、年実績の公表は1年遅れで公表されるもの
である（R3年実績→R5年12月頃公表）。

製造品出荷額等（食料品製造業）（億円）

施策3は、新たな製品開発等により県産品の品質向上とブランドイメージの浸透を図るとともに、国内外に
おける販路開拓を支援することで、農林水産業と食品製造業等をつなぐバリューチェーンの構築に取り組
むものであり、こうした取組は食品製造業の出荷額に影響するものと考えられることから、経済産業省工
業統計調査における製造品出荷額（食料品製造業）を目標指標として設定した。
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番号 19 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 20 柱 1 政策 1 施策 3

名称

 目標指標の
 設定根拠

国際水準GAP導入・認証総数（農業）（件数）［累計］

施策3は、農林水産業が国内外へ展開するために、国際認証の取得や新たな販路開拓等に取り組むものであ
り、これらの取組の推進を計るために「第三者機関によるGAP認証取得数と国際水準GAP実施者の合計」を
指標として設定した。なお、国際水準GAPは国が新たに推進方策として定めたものであり、食品安全・環境
保全・労働安全・人権保護・農場経営管理の5分野において生産工程管理の取組を実施する。

付加価値額（食料品製造業）（億円）

施策3は、農林水産物や加工品などの県産品の付加価値向上に取り組むものであることから、経済産業省工
業統計調査における付加価値額（食料品製造業）を目標指標として設定した。
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番号 21 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 22 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 23 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

就業率（%）

施策4は、県内への就職・就業の促進や人材が活躍できる環境の整備に取り組むものであり、こうした取組
は県内の就業者数に影響すると考えられることから、総務省統計局「労働力調査」における、15歳以上人
口に占める就業者の割合である就業率を目標指標として設定した。

高校生の県内製造業就職率（%）

施策4は、教育機関と産業界が連携し、県内での就職・就業を促進するとともに、産業人材の育成に取り組
むものであり、こうした取組は、若者の県内ものづくり企業の人材確保に影響すると考えられることか
ら、学校基本調査における高校生の県内製造業就職率を目標指標として設定した。

第一次産業における新規就業者数（農業）（人）

施策4は、農業の持続的発展に向け、地域農業の担い手確保・育成に取り組むものであり、農家戸数の減少
や高齢化が進行する中、新規就農者の確保が重要であることから、県が行う新規就農者調査の結果を目標
指標として設定した。
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番号 24 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 25 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 26 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

第一次産業における新規就業者数（水産業）（人）

施策4は、産業人材の確保・育成に取り組むものであり、こうした取組は新規漁業就業者数に影響すると考
えられることから、県が調査する新規沿岸漁業就業者数を目標指標として設定した。

第一次産業における新規就業者数（林業）（人）

施策4は、林業の人材確保・育成等に取り組むものであり、こうした取組は林業の新規就業者数に影響する
と考えられることから、宮城県林業振興課業務資料における新規就業者数（林業）を目標指標として設定
した。

所定外労働時間数（時間）

施策4「時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備」に向けて、仕事と育児や介護の両立
などのため、柔軟で多様な働き方が選択できる社会の実現のための社会環境を整備していくことが必要で
ある。
所定外労働時間の縮減を図ることは、仕事と育児や介護等を行う労働者の支援の一つとなるため、厚生労
働省「毎月勤労統計調査」における「所定外労働時間数」を目標指標として設定した。
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番号 27 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 28 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 29 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

年次有給休暇の取得日数（日）

施策4「時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備」に向けて、仕事と育児や介護等の両
立などのため、柔軟で多様な働き方が選択できる社会の実現のための社会環境を整備していくことが必要
である。
年次有給休暇の取得促進を図ることは、仕事と育児や介護等を行う労働者の支援の一つとなるため、宮城
県雇用対策課「労働実態調査」における「年次有給休暇の取得日数」を目標指標として設定した。

キャリアアップに向けた人材育成等を目的としたプログラム推進件数（件）

施策4は、高等教育機関や行政、産業界などが連携し、学びなおしなどの教育システムやキャリアアップに
向けた体制整備、利用拡大に取り組むものであり、こうした取組は、産学官の人材育成施策数に反映する
と考えられることから、「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」の参画機関が実施する人材の育成を目
的とした各セミナーや養成講座の取組件数を目標指標として設定した。

開業率（%）

施策4は、個人や企業の創業や新分野進出、事業承継などの取組を支援し、産業のイノベーションや新陳代
謝を促すことで地域産業の持続可能性向上を図るものであり、こうした取組は、企業の開業率の向上に影
響すると考えられることから、中小企業庁の定義により算出される県内企業の開業率を目標指標として設
定した。
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番号 30 柱 1 政策 2 施策 4

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 31 柱 1 政策 2 施策 5

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 32 柱 1 政策 2 施策 5

名称

 目標指標の
 設定根拠

認定農業者数（経営体）

施策4は、農業の持続的発展に向け、地域農業の担い手確保・育成に取り組むものであり、本県農業を持続
的に発展させていくためには、効率的かつ安定的な農業経営を行う認定農業者の確保・育成が重要である
ことから、県が行う認定農業者数の調査結果を目標指標として設定した。（※認定農業者とは農業経営基
盤強化促進法に基づく農業経営改善計画を作成し、その計画について市町村等からの認定を受けた農業者
のことである。）

スマートインターチェンジ等の設置数（箇所）［累計］

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲートウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組む
ものであり、こうした取組の推進には高速道路の利便性向上が重要であることから、高速道路へのアクセ
スポイントとなるスマートインターチェンジ等の設置数を目標指標として設定した。

仙台塩釜港（仙台港区）におけるコンテナ貨物の取扱量（実入）（万TEU）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲートウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組む
ものであり、こうした取組は港湾貨物の需要開拓、新規航路開設などによる港湾貨物取扱量増加に影響す
ると考えられることから、港湾貨物取扱量の中でも、全国的に取扱量が増加しているコンテナ貨物の取扱
量を目標指標として設定した。
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番号 33 柱 1 政策 2 施策 5

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 34 柱 1 政策 2 施策 5

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 35 柱 1 政策 2 施策 5

名称

 目標指標の
 設定根拠

仙台塩釜港（仙台港区）の取扱貨物量（コンテナ貨物を除く）（万トン）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲートウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組む
ものであり、こうした取組は港湾貨物の需要開拓、新規航路開設などによる港湾貨物取扱量増加に影響す
ると考えられることから、港湾貨物取扱量を目標指標として設定した。

仙台空港乗降客数（万人）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲートウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組む
ものであり、こうした取組は仙台空港の利用者数に影響すると考えられることから、仙台空港乗降客数を
目標指標として設定した。

仙台空港国際線乗降客数（万人）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲートウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組む
ものであり、こうした取組は訪日外国人客の仙台空港利用者数に影響すると考えられることから、仙台空
港国際線乗降客数を目標指標として設定した。
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番号 36 柱 1 政策 2 施策 5

名称

 目標指標の
 設定根拠

東北6県及び新潟県の延べ宿泊者数（万人泊）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して交流人口の拡大等に取り組むものであり、こうした取組は観光
客等の延べ宿泊者数に影響すると考えられることから、観光庁宿泊旅行統計における延べ宿泊者数の東北6
県及び新潟県の合計値を目標指標として設定した。
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番号 37 柱 2 政策 3 施策 6

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 38 柱 2 政策 3 施策 6

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 39 柱 2 政策 3 施策 6

名称

 目標指標の
 設定根拠

みやぎ結婚支援センター登録者数（人）

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り組むものであり、こうした取組は、結婚を希望
する県民の結婚に向けた活動の活発化に影響すると考えられることから、「みやぎ結婚支援センター」登
録者数を目標指標として設定した。

育児休業取得率（男性）（%）

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備を進める取組であり、そのためには、夫婦が協力しあ
いながら、仕事と子育てを両立できるような社会環境を整備していくことが必要である。
出産後の一定期間育児に専念し、また職場に復帰できる育児休業の取得促進を図ることは、労働者の子育
て等の支援となることから、宮城県雇用対策課「労働実態調査」における「男性の育児休業取得率」を目
標指標として設定した。

育児休業取得率（女性）（%）

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備を進める取組であり、そのためには、夫婦が協力しあ
いながら、仕事と子育てを両立できるような社会環境を整備していくことが必要である。
出産後の一定期間育児に専念し、また職場に復帰できる育児休業の取得促進を図ることは、労働者の子育
て等の支援となることから、宮城県雇用対策課「労働実態調査」における「女性の育児休業取得率」を目
標指標として設定した。
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番号 40 柱 2 政策 3 施策 6

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 41 柱 2 政策 3 施策 6

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 42 柱 2 政策 3 施策 6

名称

 目標指標の
 設定根拠

「みやぎっこ応援の店」登録店舗数（店）［累計］

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り組むものであり、こうした取組は、社会全体で
子育てを応援する気運の醸成に影響すると考えられることから、「みやぎっこ応援の店」（みやぎ子育て
支援パスポート事業協賛店舗）の登録店舗数を目標指標として設定した。

認定こども園の設置数（箇所）

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り組むものであり、保護者の就労状況を問わず利
用が可能で、かつ幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園は、子育て世帯への支援の充実及び子
どもの教育・保育の質の向上に資する施設であることから、設置数を目標指標として設定した。

保育所等利用待機児童数（人）

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り組むものであり、女性の就業率上昇等に伴う保
育所等利用ニーズ増加への対応は、仕事と育児の両立や子育て支援などの子育て環境に影響することか
ら、保育所等利用待機児童数を目標指標として設定した。
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番号 43 柱 2 政策 3 施策 7

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 44 柱 2 政策 3 施策 7

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 45 柱 2 政策 3 施策 7

名称

 目標指標の
 設定根拠

県内における子ども食堂の数（箇所）［累計］

施策7は、家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支える体制の構築に取り組むものであり、こうし
た取組は、子どもの居場所づくりなど子どもの貧困対策に影響すると考えられることから、県内における
子ども食堂の数（箇所）を目標指標として設定した。

里親委託率（%）

施策7は、家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支える体制の構築に取り組むものであり、社会的
養育を必要とする子どもを適切に保護するとともに、できる限り家庭的な環境で養育できるよう社会的養
育施策の充実・強化に影響すると考えられることから、「宮城県社会的養育推進計画」においても目標値
としている里親委託率を目標指標として設定した。

朝食を毎日食べる児童の割合（小学6年生）（%）

施策7は、子どもの基本的生活習慣の定着に向けて取り組むものであり、こうした取組は、子どもたちの朝
食摂取率に影響することから、「朝食を毎日食べる児童の割合（小学6年生）」を目標指標として設定し
た。
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番号 46 柱 2 政策 3 施策 7

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 47 柱 2 政策 3 施策 7

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 48 柱 2 政策 3 施策 7

名称

 目標指標の
 設定根拠

市町村における子育てサポーター及び子育てサポーターリーダーの活動者数（人）

施策7は、地域で家庭教育支援を行う子育てサポーターや子育てサポーターリーダー等の人材の育成に取り
組むものであり、こうした取組は家庭教育に関する不安や悩みについての相談相手など安心して子育てで
きる環境構築、市町村で開催される「親の学びの講座等」の企画・立案・運営などの充実に繋がると考え
られることから、各地域における活動者数を目標指標として設定した。

「家庭教育支援チーム」の活動件数（件）

施策7は、家庭教育支援チームが県内各地において、親の学びの場の提供や相談に取り組むものであり、こ
うした取組は親同士のつながりや、気軽に悩みが相談できる関係を構築することにつながることから、宮
城県家庭教育支援チーム並びに市町村家庭教育支援チームの活動件数を目標指標として設定した。

地域学校協働本部がカバーする学校の割合（公立小・中学校）（仙台市を除く）（%）

施策7は、家庭・地域・学校が連携・協働して子どもを育てるために、学校を核とした地域づくりを推進す
る「地域学校協働活動」に取り組むものであり、この活動を支えるのが地域住民により地域と学校をつな
ぐ組織「地域学校協働本部」であることから、地域学校協働本部がカバーする学校の割合を目標指標とし
て設定した。
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番号 49 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 50 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 51 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

2799

保幼小接続のための「スタートカリキュラム」を作成している市町村立小学校の割合（仙台市を除く）（%）

施策8は、幼児教育センターにおいて、幼児教育と小学校教育との円滑な接続等に向けて、幼稚園・保育
所・認定こども園等の幼児教育施設側だけでなく、小学校に対する取組の充実も図っていくものであり、
こうした取組は、スタートカリキュラムの作成率に影響すると考えられることから、「保幼小接続のため
の『スタートカリキュラム』を作成している市町村立小学校の割合」を目標指標として設定した。

「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒の割合（小学5年生）（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童の育成に取り組むものであり、豊かな人間性や社会性
の育成を図ることが大切であることから、宮城県児童生徒学習意識等調査において「将来の夢や目標を
もっている」と答えた児童の割合を目標指標として設定した。

「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒の割合（中学1年生）（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った生徒の育成に取り組むものであり、豊かな人間性や社会性
の育成を図ることが大切であることから、宮城県児童生徒学習意識等調査において「将来の夢や目標を
もっている」と答えた生徒の割合を目標指標として設定した。
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番号 52 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

75

番号 53 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 54 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児童生徒の割合（小学6年生）（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童生徒の育成に取り組むものであり、集団や社会の中で
果たすべき役割を考えることが大切であることから、全国学力・学習状況調査において「人の役に立つ人
間になりたいと思う」と答えた児童の割合を目標指標として設定した。

「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児童生徒の割合（中学3年生）（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童生徒の育成に取り組むものであり、集団や社会の中で
果たすべき役割を考えることが大切であることから、全国学力・学習状況調査において「人の役に立つ人
間になりたいと思う」と答えた生徒の割合を目標指標として設定した。

インターンシップやアカデミックインターンシップ等に取り組んでいる県立高等学校の割合（%）

施策8では、将来の生き方を考え、高い志を持った生徒を育成するため、また、生徒の学力向上、就職率や
進学率の向上、早期離職率を低下させるために、キャリア教育に取り組むものである。
キャリア教育の中でも一般的なインターンシップ及び大学進学を見据えた大学訪問などのアカデミック・
インターンシップ等の取組も合わせ、目標指標として設定した。
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番号 55 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 56 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 57 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

新規高卒者の就職決定率の全国平均値とのかい離（ポイント）

施策8では、生徒が将来の生き方を自分で考え、自らの人生を主体的に築き上げられるよう、また、職業
観・勤労観を養うためキャリア教育を充実させることが必要である。さらに、生徒の希望進路の実現に向
け、適切な支援をしていくことも重要となることから、教育の成果測定として、就職希望の生徒の内定状
況を目標指標として設定した。（全国平均とのかい離を目標指標とする。）

児童生徒の家庭等での学習時間（小学6年生：30分以上の児童の割合）（%）

施策8は、確かな学力の育成を図るため、授業改善の促進を図るとともに、学習習慣の定着化に取り組むも
のであり、学力の向上には、家庭等での学習習慣の確立が必要であることから、家庭学習習慣の定着状況
を測るために、全国学力・学習状況調査における平日に家庭等で30分以上学習に取り組んでいる児童の割
合を目標指標として設定した。なお、全国学力・学習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台
市を除いた数値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標とする。

児童生徒の家庭等での学習時間（中学3年生：1時間以上の生徒の割合）（%）

施策8は、確かな学力の育成を図るため、授業改善の促進を図るとともに、学習習慣の定着化に取り組むも
のであり、学力の向上には、家庭等での学習習慣の確立が必要であることから、家庭学習習慣の定着状況
を測るために、全国学力・学習状況調査における平日に家庭等で1時間以上学習に取り組んでいる生徒の割
合を目標指標として設定した。なお、全国学力・学習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台
市を除いた数値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標とする。
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番号 58 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

33.0

23949

番号 59 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 60 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

児童生徒の家庭等での学習時間（高校2年生：2時間以上の生徒の割合）（%）

施策8は、高校教育の質を保証し、学力向上を図るとともに、就職率や進学率の向上に取り組むものであ
る。そのためには、教師による「分かる授業」の実現とともに、生徒による自主的・継続的な学習が必要
であり、家庭等における学習状況を把握する指標として、これまで、高校2年生における「平日に家庭等で
の学習時間が2時間以上の生徒の割合」を目標指標として設定した。なお、家庭等での学習には、学校での
放課後学習、課外学習、塾などでの学習を含むこととしている。

「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができていると思う」と答えた児童
生徒の割合（小学6年生）（%）

施策8は、児童生徒の理解の質を高めるため、一人ひとりの能力や特性に応じた学びや社会とつながる協働
的な学びに取り組むものであることから、全国学力・学習状況調査における話し合う活動における自分の
考えを深めたり広げたりすることについて肯定的に捉えている児童の割合を目標指標として設定した。な
お、全国学力・学習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表しているこ
とから、仙台市を含めない数値を指標とする。

「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができていると思う」と答えた児童
生徒の割合（中学3年生）（%）

施策8は、児童生徒の理解の質を高めるため、一人ひとりの能力や特性に応じた学びや社会とつながる協働
的な学びに取り組むものであることから、全国学力・学習状況調査における話し合う活動における自分の
考えを深めたり広げたりすることについて肯定的に捉えている生徒の割合を目標指標として設定した。な
お、全国学力・学習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表しているこ
とから、仙台市を含めない数値を指標とする。
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番号 61 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 62 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 63 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

全国平均正答率とのかい離（小学6年生）（ポイント）

施策8は、学力の全体的な底上げを図るため、学習の系統性を重視した指導の充実や学力調査を活用した
PDCAサイクルの確立に取り組むものであることから、経年で測定することが可能であり、難易度の変動の
影響を受けにくい数値として、全国学力・学習状況調査における全国平均正答率との「かい離ポイント（2
科目のかい離の平均）」を目標指標として設定した。なお、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表し
ていることから、仙台市を含めない数値を指標とする。

全国平均正答率とのかい離（中学3年生）（ポイント）

施策8は、学力の全体的な底上げを図るため、学習の系統性を重視した指導の充実や学力調査を活用した
PDCAサイクルの確立に取り組むものであることから、経年で測定することが可能であり、難易度の変動の
影響を受けにくい数値として、全国学力・学習状況調査における全国平均正答率との「かい離ポイント（2
科目のかい離の平均）」を目標指標として設定した。なお、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表し
ていることから、仙台市を含めない数値を指標とする。

大学等への現役進学達成率の全国平均値とのかい離（ポイント）

施策8は、生徒たちが地域や宮城の将来を支える人材となるよう、高校教育の質の保証をし、学力の向上を
図り、希望する大学等への進学を達成を目指すものである。
本県では高校卒業時における進学志願者数のうち、実際に大学等に進学した生徒数の割合を「進学達成
率」として算出し、達成状況を把握するとともに、全国値との差（かい離ポイント）を目標指標として設
定した。
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番号 64 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 65 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 66 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離（小学5年生）（男）（ポイント）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り組むものであり、体力・運動能力に関する複数
の項目で総合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ庁全国体力・運動能力調査の実技に
関する調査8項目（握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトルラン・50ｍ走・立ち幅跳
び・ソフトボール投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離（小学5年生）（女）（ポイント）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り組むものであり、体力・運動能力に関する複数
の項目で総合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ庁全国体力・運動能力調査の実技に
関する調査8項目（握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトルラン・50ｍ走・立ち幅跳
び・ソフトボール投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離（中学2年生）（男）（ポイント）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り組むものであり、体力・運動能力に関する複数
の項目で総合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ庁全国体力・運動能力調査の実技に
関する調査8項目（握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトルラン・50ｍ走（又は持久
走）・立ち幅跳び・ソフトボール投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。
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番号 67 柱 2 政策 4 施策 8

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 68 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 69 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合（中学校）（%）

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎となる学校評価の充実と活用に取り組むものであ
り、そのためには各学校において教育活動に対する理解と協力を得るために、教育方針・授業・活動等の
情報を保護者等に対して積極的に公開し、学校教育の現状への理解を深めていくことが重要であることか
ら、教育課程実施状況等に関する調査における、保護者等に対して10日以上学校公開を実施している学校
の割合を目標指標として設定した。

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離（中学2年生）（女）（ポイント）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り組むものであり、体力・運動能力に関する複数
の項目で総合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ庁全国体力・運動能力調査の実技に
関する調査8項目（握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトルラン・50ｍ走（又は持久
走）・立ち幅跳び・ソフトボール投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。

保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合（小学校）（%）

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎となる学校評価の充実と活用に取り組むものであ
り、そのためには各学校において教育活動に対する理解と協力を得るために、教育方針・授業・活動等の
情報を保護者等に対して積極的に公開し、学校教育の現状への理解を深めていくことが重要であることか
ら、教育課程実施状況等に関する調査における、保護者等に対して10日以上学校公開を実施している学校
の割合を目標指標として設定した。

-1.01 
-1.04 

-1.21 

0.1 

-1.50

-1.00

-0.50

0.00

0.50

初期値 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
（目標値）

初期値 実績値 目標値

62.4

40.8 42.0

81.0

0.0
20.0
40.0
60.0
80.0

100.0

初期値 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
（目標値）

初期値 実績値 目標値

48.5
37.1 37.7

61.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

初期値 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
（目標値）

初期値 実績値 目標値

170



番号 70 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 71 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 72 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合（小学5年生）（%）

施策9は、児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、行きたくなる学校づくりを推進するもの
であり、このことにより全ての児童生徒が自己有用感と充実感を持ち、楽しく過ごすことのできる学校づ
くりにつながると考えられることから、宮城県児童生徒学習意識等調査における「学校は楽しいと思う」
に肯定的な回答をした児童の割合を目標指数として設定した。

学校関係者評価を広く公表している県立高等学校の割合（%）

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎となる学校評価の充実と活用に取り組むものであ
り、評価の公表は保護者や地域住民等の外部から教育活動への理解と協力を得るために重要であることか
ら、生徒、保護者及び教員へのアンケート調査に基づく学校評価の結果が適正であるかどうかについて、
学校評議員等の外部により検証された結果を公表している学校の割合を目標指標として設定した。

特別支援学校の児童生徒が居住地の小・中学校の児童生徒と交流及び共同学習した割合（%）

施策9は、障害の有無によらず、全ての児童生徒の心豊かな生活と共生社会の実現に取り組むものであり、
居住地域での学習を希望する特別支援学校の児童生徒が、居住地校において交流及び共同学習を行う居住
地校学習推進事業の実績値を目標指数として設定した。
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番号 73 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 74 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 75 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生徒の割合（小学生）（%）

施策9は、学校内外における不登校支援体制の構築を進め、不登校児童生徒や休みがちな児童生徒に対する
多様な教育機会の確保を図るものであり、こうした取組は教育機会確保法における個々の不登校児童の状
況に応じた支援の推進につながることから、宮城県児童生徒長期欠席状況調査における「不登校児童のう
ち学習支援を受けている児童の割合」を目標指数として設定した。

不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生徒の割合（中学生）（%）

施策9は、学校内外における不登校支援体制の構築を進め、不登校児童生徒や休みがちな児童生徒に対する
多様な教育機会の確保を図るものであり、こうした取組は教育機会確保法における個々の不登校児童の状
況に応じた支援の推進につながることから、宮城県児童生徒長期欠席状況調査における「不登校児童のう
ち学習支援を受けている生徒の割合」を目標指数として設定した。

「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合（中学1年生）（%）

施策9は、児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、行きたくなる学校づくりを推進するもの
であり、このことにより全ての児童生徒が自己有用感と充実感を持ち、楽しく過ごすことのできる学校づ
くりにつながると考えられることから、宮城県児童生徒学習意識等調査における「学校は楽しいと思う」
に肯定的な回答をした生徒の割合を目標指数として設定した。
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番号 76 柱 2 政策 4 施策 9

名称

 目標指標の
 設定根拠

授業中にICTを活用して指導することができる教員の割合（%）

施策9は、県立学校にICT支援員を派遣するものであり、こうした取組により授業における教員のICTを活用
した指導力の底上げにつながると考えられることから、文部科学省「学校における教育の情報化の実態等
に関する調査」における「教員のICT活用指導力の状況」のうち、「授業にICTを活用して指導する能力」
の値を目標指標として設定した。
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番号 77 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 78 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 79 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

雇用支援拠点における支援者の就職件数（人）［累計］

施策10は、企業の人手不足や働き方の多様化により生じる求職・求人双方の様々なニーズに対して、雇用
支援拠点を通じたきめ細かな対応により、多様な人材の活躍推進に取り組むものであり、こうした取組は
ハローワーク等を経由した就職件数に影響すると考えられることから、雇用支援拠点における支援者の就
職件数を目標指標として設定した。

高年齢者雇用率（%）

施策10は、高年齢者等の就労を通じた多様な主体の社会参加を促進する取組であり、定年退職後も働く意
欲や、培った経験・能力の活用を望む高齢者が増加しており、自らの生きがいの充実及び社会参加を希望
する高年齢者の活用推進が必要であるため、高年齢者の就業状況を測ることができる指標として厚生労働
省「高年齢者雇用状況等報告」における常用労働者全体に占める60歳以上の常用労働者の割合を目標指標
として設定した。

障害者雇用率（%）

施策10は、障害者等の就労を通じた多様な主体の社会参画の促進に取り組むものであり、こうした取組は
県内企業の障害者雇用にも影響すると考えられることから、障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率を目
標指標として設定した。
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番号 80 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 81 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 82 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

女性のチカラを活かすゴールド認証企業数（社）

施策10は、産学官の関係機関等と連携し、女性や高齢者、障害者、外国人、ひきこもり状態にある人な
ど、多様な人がそれぞれの状況に応じた働きやすい環境の整備を進め、就労を通じた社会参画を促進する
ものであり、こうした取組は、誰もが働きやすく、仕事と家庭の両立がしやすい職場づくりを進めている
企業数に影響すると考えられることから、「女性のチカラを活かすゴールド認証企業」を目標指標として
設定した。

地方創生推進交付金の活用事業数(市町村分)（事業）［累計］

施策10は、地域活動の促進や地域コミュニティの機能強化、活性化に取り組むものであり、こうした地方
公共団体が行う自主的・主体的な取組は、国の地方創生推進交付金を活用して実施されることが多いこと
から、県が国の委任事務として行う市町村に対する地方創生推進交付金の交付決定事業数の合計値を目標
指標としたもの。

「みやぎ移住サポートセンター」を通じたUIJターン移住者数（人）［累計］

施策10は、移住・定住や関係人口の増加に取り組むものであり、こうした取組は首都圏からの移住者数に
影響すると考えられることから、東京に設置されている「みやぎ移住サポートセンター」に宮城県への移
住について相談し、実際に移住した移住者数を目標指標として設定した。
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番号 83 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 84 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 85 柱 3 政策 5 施策 10

名称

 目標指標の
 設定根拠

都市と農村の交流活動事業に参加した人数（人）

施策10は、農村の地域づくりに関わる多様な人材との交流や地域活動等を通じて関係人口の拡大・創出に
取り組むものであり、こうした取組で農村の持つ価値や魅力が再評価され、多様なライフスタイルの普及
や、地域活性化に貢献する動きがみられることから、交流活動事業で企画・運営する援農ボランティアや
フィールドワーク等のイベントに参加した人の合計値を目標指標として設定した。

多言語による生活情報の提供実施市町村数（市町村）［累計］

施策10は、外国人が活躍しやすい社会の構築に取組むものであり、地域で暮らすために必要な生活情報が
多言語で提供されることは、外国人の暮らしやすさに直結すると考えられることから、県内全ての市町村
での実施を目標値として設定した。

外国人雇用者数（技能実習生を除く）（人）

施策10は、外国人雇用者等の就労を通じた多様な主体の社会参加を促進する取組であり、人手不足、グ
ローバル化対応に向け、外国人材を適切に活用・確保していく必要がある。よって、外国人材の就業状況
を測ることができる指標として、厚生労働省「外国人雇用状況」における外国人雇用者数（技能実習生を
除く）を目標指標として設定した。
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番号 86 柱 3 政策 5 施策 11

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 87 柱 3 政策 5 施策 11

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 88 柱 3 政策 5 施策 11

名称

 目標指標の
 設定根拠

みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（文化芸術が身近な所で様々な分野に活用され地域の活性
化に役立っていると思う人の割合）（%）

施策11は、県内各地で開催される文化芸術活動の支援等に取り組むものであり、こうした取組は参加した
者の意識の変化に影響を与えると考えられることから、県民意識調査の結果を初期値とし、みやぎ県民文
化創造の祭典参加者アンケートの結果を目標指標として設定した。

みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（不安を抱える方々の心のケアのために文化芸術の果たす
役割が大切だと思う人の割合）（%）

施策11は、県内各地で開催される文化芸術活動の支援等に取り組むものであり、こうした取組は参加した
者の意識の変化に影響を与えると考えられることから、県民意識調査の結果を初期値とし、みやぎ県民文
化創造の祭典参加者アンケートの結果を目標指標として設定した。

総合型地域スポーツクラブの市町村における育成率（%）

施策11は、本県のスポーツ推進計画に基づき、広域スポーツセンターが中心となり、総合型地域スポーツ
クラブの設立・育成の支援を積極的に行っていく取組であり、国のスポーツ基本計画においても、住民が
主体的に参画する地域のスポーツ環境を整備するため、総合型地域スポーツクラブの創設を政策目標と
し、各市町村に少なくとも1つは総合型地域スポーツクラブが育成されることを目指していることから、県
内全市町村の育成率を目標指標として設定した。
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番号 89 柱 3 政策 5 施策 11

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 90 柱 3 政策 5 施策 11

名称

 目標指標の
 設定根拠

生涯学習プラットフォーム閲覧数（セッション数）（件）

施策11は、県内で開催されるあらゆる生涯学習に関する講座等の情報や、学びを活かす場の情報を県民に
分かりやすく一元的に提供するWEBサイトとして構築した生涯学習プラットフォーム（生涯学習WEBサイ
ト）の活用を図るものであり、閲覧数（セッション数）により活用状況を計れることから、閲覧数（セッ
ション数）を目標指標として設定した。

市町村社会教育講座の参加者数（人口千人当たり）（人）

施策11は、県民誰もが、生涯にわたり、主体的に学び続けることで、充実した人生を送り、互いに高め合
い、学習成果を幅広く生かしていく地域社会の形成を目指すための取組であり、社会教育講座の参加者数
の把握が生涯学習・社会教育事業・講座等の創意工夫・充実につながると考えられることから、市町村別
社会教育事業実績調査のうち社会教育講座等事業開設状況から、参加者数の合計値を目標指標として設定
した。
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番号 91 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 92 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 93 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合（%）

施策12は、食生活や運動習慣、喫煙等の生活習慣の改善を通じて健康づくりに関する環境整備に取り組む
もので、こうした取組により、動脈硬化の進行や心疾患、脳血管疾患などを起こしやすくするメタボリッ
クシンドロームの該当者及び予備群割合を減らし、県民が望ましい生活習慣を身につけ、より長く元気に
活躍する社会の実現のために厚生労働省発表の「メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合」を
目標指標として設定した。

12歳児のむし歯のない人の割合（%）

施策12について、う蝕は、学齢期の子どもにとって代表的な疾病であり、小児の健全な育成のためにう蝕
予防は重要である。12歳児のう蝕有病状況は、学齢期の歯科保健の代表的な指標のひとつであり、その有
用性は高いことや、乳幼児期、学童期、思春期を対象とした県事業の評価に適する年代に配慮し、12歳児
のむし歯のない人の割合を目標指標として設定した。

自殺死亡率（人口10万対）

施策12は、生涯を通じた心身の健康づくり等に取り組むものであり、こうした取組の成果は自殺死亡率の
低下に影響すると考えられることから、人口動態調査における自殺死亡率を目標指標として設定した。
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番号 94 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 95 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 96 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

県の施策による自治体病院等（県立病院を除く）への医師配置数（人）

施策12は、本県において仙台医療圏を除く3つの二次医療圏が医師少数区域となっているため、医師の確保
及び医師偏在解消に取り組むものであり、平成17年度から取り組んできた宮城県ドクターバンク事業や、
宮城県医学生修学資金等貸付事業、自治医科大学卒業医師の配置などのほか、令和6年度から県内の医療機
関に勤務する東北医科薬科大学卒業医師により、医師の県内定着につなげていく必要があることから、県
の施策による自治体病院等への医師配置数を目標指標として設定した。

新規看護職員充足率（%）

施策12は、本県において人口10万対看護師数は全国平均を下回っている状況が続いており、県全域及び二
次医療圏では増加傾向にあるものの、仙台市を除く地域は全国平均に比べ低く、また、病院、診療所、施
設等により充足率に差が出ている状況にあるため、県ナースセンターが毎年実施している「看護職員需要
施設調査」において、充足状況を把握し、看護職員の確保・定着及び資質向上に向け、県民に質の高い看
護を提供するための対策を講じる必要があることから、新規看護職員充足率を目標指標として設定した。

特別養護老人ホーム入所定員数（人）［累計］

施策12は、住み慣れた地域で安心した生活を送るため、また、介護家族の負担を軽減するため、在宅系及
び施設系サービスの充実に取り組むものであり、こうした取組は、特別養護老人ホーム等の介護保険施設
における施設整備に影響するため、特別養護老人ホームの入所定員数を目標指標として設定した。
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番号 97 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 98 柱 3 政策 6 施策 12

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 99 柱 3 政策 6 施策 13

名称

 目標指標の
 設定根拠

低床バス導入率（%）

施策13は、高齢者や障害者などが自由に移動できる取組が盛り込まれており、低床バスの導入は、移動等
円滑化を促進し、あらゆる人が利用しやすい交通の確保につながることから、低床バス導入率を目標指標
として設定した。

チームオレンジの立ち上げ市町村数（か所）［累計］

施策12は、認知症の人や家族のニーズに対し早期からの適切な支援を提供するために必要な取組であり、
身近な地域で迅速にニーズを把握し適切な支援につなぐ仕組みであるチームオレンジと連動することで、
より効果的に課題解決できると考えられることから、認知症施策推進大綱における2025年までの全市町村
整備を目標指標として設定した。

介護職員数（人）［累計］

施策12は、団塊の世代が75歳以上となる2025年に向け、今後ますます利用の増加が見込まれる介護サービ
スの担い手となる介護職員の確保・養成・定着の推進に取り組むものであり、こうした取組は介護職員数
に寄与すると考えられることから、介護職員数の累計値を目標指標として設定した。
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番号 100 柱 3 政策 6 施策 13

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 101 柱 3 政策 6 施策 13

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 102 柱 3 政策 6 施策 13

名称

 目標指標の
 設定根拠

グループホーム利用者数（人）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づ
くり等に取り組むものであり、こうした取組は共同生活援助（グループホーム）等の障害福祉サービスの
充実に影響すると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画において数値目標とし
て位置づけているグループホーム利用者数を目標指標として設定した。

入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院後３ヶ月時点の退院率）（%）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づ
くり等に取り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入院患者が早期に退院し、地域生活へ
移行することにつながると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画において数値
目標として位置づけている入院中の精神障害者の入院後3ヶ月時点の退院率を目標指標として設定した。

入院中の精神障害者の地域生活への移行（精神病床における入院後1年時点の退院率）（%）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づ
くり等に取り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入院患者が早期に退院し、地域生活へ
移行することにつながると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画において数値
目標として位置づけている精神病床における入院後1年時点の退院率を目標指標として設定した。
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番号 103 柱 3 政策 6 施策 13

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 104 柱 3 政策 6 施策 13

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 105 柱 3 政策 6 施策 14

名称

 目標指標の
 設定根拠

入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院期間1年以上の長期在院者数）（人）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づ
くり等に取り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入院患者が早期に退院し、地域生活へ
移行することにつながると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画において数値
目標として位置づけている入院期間1年以上の長期在院者数を目標指標として設定した。

就労継続支援B型事業所等における工賃の平均月額（円）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づ
くり等に取り組むものであり、こうした取組は工賃（一般就労が困難で福祉的就労を行う障害のある方
が、就労継続支援Ｂ型事業所を利用して行った作業に対して支払われる報酬や賃金）の向上に影響すると
考えられることから、第四期宮城県工賃向上支援計画において数値目標として位置づけている工賃の平均
月額を目標指標として設定した。

1人当たり年間公共交通機関利用回数（回）

施策14は、公共交通機関等への支援等を通して地域内外の移動の利便性の確保等に取り組むものであり、
こうした取組は県民の公共交通機関利用回数に影響すると考えられることから、国土交通省旅客地域流動
調査等から算出した県民1人当たり年間公共交通機関利用回数を目標指標として設定した。
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番号 106 柱 3 政策 6 施策 14

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 107 柱 3 政策 6 施策 14

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 108 柱 3 政策 6 施策 14

名称

 目標指標の
 設定根拠

商店街の活性化状況（営業継続率）（%）

施策14は、地域のにぎわいの中核となる商店街の活性化に取り組むものであり、こうした取組は商店街の
営業店舗数に影響すると考えられることから、活性化に取り組む商店街の営業店舗数の増減率を目標指標
として設定した。なお、人口減少や大型店舗の進出によって、これまで毎年1ポイント以上の店舗が減少し
ていることから、減少率を緩やかにすることを目標にしている。

刑法犯認知件数（件）

施策14は、地域の安全安心の確保のため、地域における子ども、女性、高齢者等の見守りや犯罪の抑止等
に取り組むものであり、刑法等に規定する様々な罪種について警察が認知した事件の件数は、安全安心の
確保に係る施策の達成度を測る目安となることから、刑法犯認知件数を目標指標として設定した。

交通事故死者数（人）

施策14は、地域の安全安心の確保のため、道路交通環境の整備、交通安全思想の普及徹底と安全運転の確
保、道路交通秩序の維持等の道路交通安全対策に取り組むものであり、こうした取組により、究極的には
交通事故のない社会を目指すものであることから、施策の達成度を測る目安として交通事故死者数を目標
指標として設定した。
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番号 109 柱 4 政策 7 施策 15

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 110 柱 4 政策 7 施策 15

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 111 柱 4 政策 7 施策 15

名称

 目標指標の
 設定根拠

環境に配慮されたマークのある商品を選ぶことを意識する人の割合（%）

施策15は、環境に関する課題解決の重要性について県民等の理解を深め、身近な取組や企業のESG経営の促
進等に取り組むものであり、エシカル消費の普及啓発（消費者教育）などの取組は、消費者自らが人・社
会に与える影響等を考慮した消費行動をすることや環境等に配慮した消費行動への意識上昇に影響すると
考えられることから、消費者庁・消費者意識基本調査による環境に配慮されたマークのある商品を選ぶこ
とを意識する人の割合を目標指標として設定した。

森林整備面積（ha/年）

施策15は、環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタイルの確立に向けて取り組むものであり、こう
した環境負荷の軽減は、二酸化炭素吸収源としての森林機能が十分に発揮されることが不可欠であること
から、森林整備面積（間伐面積及び植栽面積の合計）を目標指標として設定した。

再生可能エネルギー等の導入量（熱量換算）（ＴＪ）

施策15は、多様な再生可能エネルギーの地産地消や水素エネルギー等の利活用の促進、県民総ぐるみの省
エネルギー活動など、脱炭素社会の実現に向けて取り組むものであり、こうした取組はエネルギー消費量
の削減量及び再生可能エネルギー導入量に影響すると考えられることから、特に県民が取組やその進捗を
イメージしやすく、前年度の実績を比較的早く推計することが可能である再生可能エネルギー導入量を目
標として設定した。
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番号 112 柱 4 政策 7 施策 15

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 113 柱 4 政策 7 施策 15

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 114 柱 4 政策 7 施策 15

名称

 目標指標の
 設定根拠

一般廃棄物リサイクル率（%）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等によ
り、ライフサイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであり、市町村支援や普及啓発事業を実施
していく上で、廃棄物のリサイクル率を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成推進計画における目
標値である「一般廃棄物のリサイクル率」を目標値として設定した。

産業廃棄物リサイクル率（%）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等によ
り、ライフサイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであり、事業者支援や普及啓発事業を実施
していく上で、廃棄物のリサイクル率を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成推進計画における目
標値である「産業廃棄物のリサイクル率」を目標値として設定した。

県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量（g/人･日）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等によ
り、ライフサイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであり、市町村支援や普及啓発事業を実施
していく上で、廃棄物の排出量を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成推進計画における目標値で
ある「一般廃棄物の県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量」を目標値として設定した。
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番号 115 柱 4 政策 7 施策 15

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 116 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 117 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

産業廃棄物排出量（千ｔ）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等によ
り、ライフサイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであり、事業者支援や普及啓発事業を実施
していく上で、廃棄物の排出量を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成推進計画における目標値で
ある「産業廃棄物の排出量」を目標値として設定した。

豊かな生態系（植生自然度と河川生物生息状況）（点）

施策16は、森林の保全や水辺環境の保全活動等の取組により、健全な水循環が維持されることによって、
宮城県に本来生息しうる多様な動植物の生態系が保たれている状態を豊かな生態系の将来像として定義し
ている。県内全域において自然豊かな森林を形成し（植物環境指標）、かつ、河川に生息する指標種及び
重要種が継続的に確認された場合（河川生物生息環境指標）10点として評価する指標を目標指標として設
定した。豊かな生態系（点）＝（植物環境指標＋河川生物生息環境指標）／2

森林認証取得面積（ha）［累計］

施策16は、森林認証に係る普及啓発等に取り組むものであり、こうした取組は森林認証取得面積に影響す
ると考えられることから、宮城県林業振興課業務資料における森林認証取得面積を目標指標として設定し
た。
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番号 118 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 119 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 120 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

野生鳥獣の捕獲数（イノシシ）（頭）

施策16は、野生鳥獣の適切な保護管理や農作物被害対策として、著しく増加している野生鳥獣の生息数を
適正な水準に減少させるべく取り組むものであり、こうした取組は指定管理鳥獣であるイノノシの数に影
響すると考えられることから、毎年度、第四期宮城県イノシシ管理計画に係る実施計画において取りまと
めている捕獲数（狩猟、有害鳥獣捕獲、指定管理鳥獣捕獲等事業等の合計値）を目標値として設定した。

野生鳥獣の捕獲数（ニホンジカ）（頭）

施策16は、野生鳥獣の適切な保護管理や農作物被害対策として、著しく増加している野生鳥獣の生息数を
適正な水準に減少させるべく取り組むものであり、こうした取組は指定管理鳥獣であるニホンジカの数に
影響すると考えられることから、毎年度、第三期宮城県ニホンジカ管理計画に係る実施計画において取り
まとめている捕獲数（狩猟、有害鳥獣捕獲、指定管理鳥獣捕獲等事業等の合計値）を目標値として設定し
た。

農村環境保全等の協働活動に参加した人数（人）［累計］

施策16は、県内の優れた自然環境を保全・再生するとともに次世代へ引き継いでいくことを目指す取組で
あり、このためには、より多くの県民（地域住民）に農業・農村の魅力や農業・農村が有する多面的機能
について認識してもらい、地域環境保全等に対する意識の醸成を図る必要があることから、地域や学校教
育と連携した農村環境保全等の協働活動参加者数を目標指標として設定した。
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番号 121 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 122 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 123 柱 4 政策 7 施策 16

名称

 目標指標の
 設定根拠

景観行政に主体的に取り組んでいる市町村数（市町村）［累計］

施策16は、地域や関係機関との連携により交流を促進し、地域特有の景観形成や魅力発信に取り組むもの
であり、市町村による景観形成の取組に影響すると考えられることから、景観行政団体への移行や独自ガ
イドライン等の制定、地域住民と連携した景観形成の検討などを行っている市町村を景観行政に主体的に
取り組んでいる市町村と定義し、目標指標として設定した。

日本型直接支払制度取組面積（ha）

施策16は、食糧の安定供給の確保や農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮の促進に取り組むもので
あり、その前提となる県内の農業生産に必要な農用地を確保していく必要があることから、日本型直接支
払制度（多面的機能支払、中山間地域等直接支払、環境保全型農業直接支払）の施策により保全している
農用地面積の合計値（重複除き）を目標指標として設定した。

みやぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動参加者数（人）

施策16は、豊かな自然と共生・調和する社会の構築について取り組むものであり、こうした取組は、東日
本大震災後、再生した海岸防災林約750haの保育管理について、県民等が主体的に関わることのできる仕組
み（みやぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動）の活動参加者数で計ることができると考えられることか
ら、この活動参加者数を目標指標として設定した。
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番号 124 柱 4 政策 8 施策 17

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 125 柱 4 政策 8 施策 17

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 126 柱 4 政策 8 施策 17

名称

 目標指標の
 設定根拠

女性防災リーダー養成者数（宮城県防災指導員（登録辞退者等を除く）（人）［累計］

施策17は、地域防災体制の活性化に取り組むものであり、こうした取組は、災害対応の意思決定過程への
女性の参画や、男女のニーズの違いへの配慮等において「女性の視点」が大変重要となると考えられるこ
とから、宮城県防災指導員（登録辞退者等を除く）における「女性防災リーダー養成者数」を目標指標と
して設定した。

自主防災組織の組織率（%）

施策17は、地域防災体制の活性化に取り組むものであり、こうした取組は、自主防災活動等による地域防
災力の充実・強化が大変重要となると考えられることから、消防庁の震災対策現況調査における「自主防
災組織の組織率」を目標指標として設定した。

地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合（%）

施策17は、「宮城県学校防災体制在り方検討会議」の提言を受け、地域ぐるみの学校防災体制の構築に取
り組むものであり、学校と地域が連携した避難訓練の実施が、地域ぐるみの学校防災体制の構築につなが
ると考えるため、地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合を目標指標として設定した。
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番号 127 柱 4 政策 8 施策 17

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 128 柱 4 政策 8 施策 17

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 129 柱 4 政策 8 施策 17

名称

 目標指標の
 設定根拠

緊急輸送道路の橋梁耐震化率（%）［累計］

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り
組むものであり、高い確率で発生が懸念されている大規模地震時においても安全で円滑な道路交通ネット
ワークの構築が重要であることから、緊急輸送道路上の橋梁耐震化率を目標指標として設定した。

河川整備率（%）

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り
組むものであり、河川分野においては、集中豪雨の多発や都市化の進展に伴う被害リスクの増大に対し、
流域が一体となり総合的な浸水対策を実施することにより安心安全な市民生活の確保を図る必要が有るこ
とから、河川整備事業の進捗状況を示す河川整備率を目標指標として設定した。

土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数（箇所）［累計］

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り
組むものであり、県内においても、豪雨により発生した土砂災害で大きな被害を受けるなど、自然災害対
策に対する社会の要請が非常に高まっており、早急な対策が求められていることから、土砂災害警戒区域
等におけるハード対策実施箇所数を目標指標として設定した。
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番号 130 柱 4 政策 8 施策 17

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 131 柱 4 政策 8 施策 18

名称

 目標指標の
 設定根拠

番号 132 柱 4 政策 8 施策 18

名称

 目標指標の
 設定根拠

土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数（箇所）［累計］

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り
組むものであり、県内においても、豪雨により発生した土砂災害で大きな被害を受けるなど、自然災害対
策に対する社会の要請が非常に高まっており、早急な対策が求められていることから、土砂災害警戒区域
等におけるソフト対策実施箇所数を目標指標として設定した。

橋梁の長寿命化対策率（%）［累計］

施策18は、道路施設の急速な老朽化に対応するために、予防保全型の長寿命化対策により維持管理の平準
化とライフサイクルコストの低減を図るとともに、企業や地域住民と連携・協働した社会資本の維持・共
有に取り組むものであり、長期にわたって機能を発揮させることが重要であることから、主要施設である
橋梁の長寿命化対策率を目標指標として設定した。

港湾施設の長寿命化対策率（%）［累計］

施策18は、予防保全型の長寿命化対策を図り、維持管理の平準化とライフサイクルコストの低減を図ると
ともに、企業や地域住民と連携・協働した社会資本の維持・共有に取り組むものであり、県管理港湾施設
の急速な老朽化に対応する必要があることから、港湾施設の長寿命化対策率を目標指標として設定した。
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番号 133 柱 4 政策 8 施策 18

名称

 目標指標の
 設定根拠

アドプトプログラム認定団体数（団体）［累計］

施策18は、予防保全型の長寿命化対策を図り、維持管理の平準化とライフサイクルコストの低減を図ると
ともに、企業や地域住民と連携・協働した社会資本の維持・共有に取り組むものであり、民間と行政との
パートナーシップの構築及び住民参加のまちづくりの推進に影響すると考えられることから、アドプトプ
ログラム認定団体数を目標指標として設定した。
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参考資料２



 

 

令和５年度政策評価・施策評価について 

 

Ⅰ 答申に当たって 

  宮城県では、県民の視点に立った成果重視の県政を推進することを目的として、

平成１４年４月１日から、「行政活動の評価に関する条例」に基づき行政評価を実

施している。 

  このうち政策評価・施策評価については、県が自ら、施策に設定された目標指標

の達成状況、県民意識調査結果、社会経済情勢、事業の実績及び成果等を踏まえて

政策・施策の成果を評価するとともに、政策・施策における課題と対応方針を示す

ことになっている。 

  この県が自ら行う評価の透明性や客観性を確保するため、学識者や有識者で構成

される宮城県行政評価委員会（以下、「委員会」という。）に、知事の諮問に応じて、

政策評価・施策評価に関する調査審議を行う組織として政策評価部会（以下、「部

会」という。）が置かれている。 

  委員会では、今年の６月１４日に、新・宮城の将来ビジョンの体系に基づく８政

策１８施策を対象とした県の評価原案「政策評価・施策評価基本票」について、知

事から諮問を受けた。 

その後、６月２８日、７月１１日及び７月２５日の３回にわたって部会を開催し、

県の評価原案の妥当性について、専門的な立場や県民の視点から調査審議を行った。

調査審議の結果の詳細については後記のとおりである。 

  委員会及び部会からの答申を通じて、県の行政運営の向上が図られ、「新・宮城

の将来ビジョン」に掲げる宮城の将来像が確実に実現されることを願っている。 

 

Ⅱ 調査審議の方法 

 県から諮問を受けた令和５年度政策評価・施策評価に関し、県の評価原案である

「政策評価・施策評価基本票」に基づき、調査審議を行った。 

 

１ 調査審議の対象 

令和５年度に諮問を受けた政策評価・施策評価は、新・宮城の将来ビジョンの

体系に基づく８政策１８施策であり、その全てについて調査審議を行った。 

 

２ 調査審議の進め方 

 「新・宮城の将来ビジョン」に係る各基本票の記載内容について、調査審議を

実施した。 
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【政策評価部会の開催状況】 

 開催日 議事 

第１回 令和５年６月２８日 

・政策評価部会の進め方等について 

・令和５年度政策評価・施策評価につ 

いて 

・個別施策に関する審議（ヒアリング）

【対象施策：施策８、施策１２、施策

１７】 

・第２回部会で審議（ヒアリング）を行

う施策の選定 

第２回 令和５年７月１１日 
・個別施策に関する審議（ヒアリン 

グ）【対象施策：施策３、施策１５】 

第３回 令和５年７月２５日 

・令和５年度政策評価・施策評価に係る

県民意見について 

・令和５年度政策評価・施策評価に係る審

議について 

・令和５年度政策評価・施策評価に係る

答申案について 

 

Ⅲ 調査審議の結果 

 成果の検証を踏まえた評価原案の妥当性について判定（２区分）を行うとともに、

それぞれの政策・施策について意見を付した。 

 

１ 政策・施策の調査審議結果 

【県の政策評価に対する判定及び意見（８政策）】 

判定 意見を付した政策数 

適切 要検討 
 ５政策 

 ８政策 ０政策 

 

【県の施策評価に対する判定及び意見（１８施策）】 

判定 意見を付した施策数 

適切 要検討 
 １６施策 

１７施策 １施策 

 

 

196



 

 

 

 

２ 政策評価・施策評価の判断等に付した主な意見 

政策評価・施策評価の判断等に当たり、「成果の検証を踏まえた評価原案」の評

価は概ね妥当と判断されるが、一部不十分な点が見られる。 

その判断に当たって付した主な意見は次のとおりである。 

 

（１）目標指標の在り方 

   目標指標は、政策や施策に期待される成果の発現の状態を客観的に測るための

重要なものであるが、これらの指標だけでは成果を十分に把握することが難しい

場合もあることから、必要に応じて、指標以外の数値や定性的な成果等も用いな

がら、より分かりやすい説明に努めるべきである。 

さらに、今後に向けては、現行指標の適切性を検証した上で、政策・施策の成

果をより正確に把握できる指標への見直しなども検討されたい。 

 

 

（２）政策・施策における課題と対応方針について 

ＰＤＣＡサイクルの一翼を担う政策・施策の評価を、次の実施計画等に反映さ

せるためには、政策・施策で生じた課題を的確に把握するとともに、その解決に

向けての効果的な対応方針を示すことが重要であり、特に、進捗に遅れの見られ

る政策・施策については、その要因や課題を分析し、現在の対応状況や課題の解

決に向けた具体的な対応方針を示すことが必要である。 

その記載に当たっては、政策評価・施策評価は、県民への説明責任を果たすこ

とが重要な目的の一つであるため、県民に分かりやすい表現となるよう心がけて

いただきたい。 

また、新型コロナウイルス感染症が本年５月から５類移行となったことを踏ま

え、コロナ禍で停滞した各取組の立て直しに注力するとともに、アフターコロナ

を意識した積極的な施策推進と適切な評価に努めていただくことを期待する。 

 

 

県の「成果の検証を踏まえた評価原案」に対する判定の区分 

 
適   切：県の評価原案について、「政策・施策目標に対する成果の検証」を

踏まえた評価は概ね妥当であると判断されるもの。 

 

要 検 討：県の評価原案について、「政策・施策目標に対する成果の検証」を

踏まえた評価の妥当性を認めることができず、県が最終評価を行う

に当たり、評価内容を検討する必要があると判断されるもの。  
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（３）政策・施策目標に対する成果の検証について 

成果重視の行政運営を推進するに当たり、行政評価では、県が政策・施策・事

業の実施により、どんな成果を上げたのかを的確に検証することが求められてい

るが、評価の妥当性の判断に必要な成果について、記載内容が不十分と思われる

箇所が見受けられた。 

施策の評価に当たっては、１年の成果を踏まえた上で、施策に期待される成果

を発揮することができたかについて、目標指標の達成状況、県民意識、社会経済

情勢、事業の実績等の視点から総合的に分析・評価し、客観的な根拠を用いなが

ら、施策の方向性の体系に沿って評価の理由を具体的に分かりやすく示す必要が

ある。その上で、政策及び施策全体の評価に当たっては、関連する分野を幅広く

俯瞰し、担当部局間で連携を図りながら、政策・施策を横断した多角的な視点で

の成果検証や課題分析、対応策の検討等を行い、そのようなプロセスも意識した

評価となるよう努めていただきたい。 

また、単年度では結果が出にくい政策・施策について、中長期的な視点も入れ

つつ、県が努力して取り組んでいる内容を県民に伝わりやすく記述することにつ

いても工夫されたい。 
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

1
産学官連携によるものづくり産業等の発展
と研究開発拠点等の集積による新技術・新
産業の創出

概ね順調 適切

2 宮城が誇る地域資源を活用した観光産業と
地域を支える商業・サービス業の振興

やや
遅れている

適切

3 地域の底力となる農林水産業の国内外への
展開

やや
遅れている

適切

4 時代と地域が求める産業人材の育成と活躍
できる環境の整備

やや
遅れている

適切

5 時代に対応した宮城・東北の価値を高める
産業基盤の整備・活用

概ね順調 適切

6 結婚・出産・子育てを応援する環境の整備
やや

遅れている
適切

7 家庭・地域・学校の連携・協働による子ど
もを支える体制の構築

概ね順調 適切

8 多様で変化する社会に適応し、活躍できる
力の育成

やや
遅れている

適切

9 安心して学び続けることができる教育体制
の整備

やや
遅れている

適切

10 就労や地域活動を通じた多様な主体の社会
参画の促進

概ね順調 適切

11 文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興
やや

遅れている
適切

12 生涯を通じた健康づくりと持続可能な医
療・介護サービスの提供

やや
遅れている

適切

13 障害の有無に関わらず安心して暮らせる社
会の実現

概ね順調 適切

14 暮らし続けられる安全安心な地域の形成 概ね順調 適切

6
健康で、安全安心に暮ら
せる地域をつくる

概ね順調 適切

政策推進の基本方向３　誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり

5

一人ひとりがいきいきと
豊かに生活できる環境を
つくる

概ね順調 適切

4

社会を生き、未来を切り
ひらく力をはぐくむ教育
環境をつくる

やや
遅れている

適切

政策推進の基本方向２　社会全体で支える宮城の子ども・子育て

3

子ども・子育てを社会全
体で切れ目なく応援する
環境をつくる

やや
遅れている

適切

2

産業人材の育成と産業基
盤の活用によって持続的
な成長の基礎をつくる

概ね順調 適切

　
Ⅳ　宮城県行政評価委員会政策評価部会 審議結果一覧表

政策推進の基本方向１　富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進

1

全産業で、先進的取組と
連携によって新しい価値
をつくる

やや
遅れている

適切
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

15 環境負荷の少ない地域経済システム・生活
スタイルの確立

概ね順調 要検討

16 豊かな自然と共生・調和する社会の構築 概ね順調 適切

17 大規模化・多様化する災害への対策の強化 概ね順調 適切

18 生活を支える社会資本の整備、維持・管理
体制の充実

順調 適切

※ 宮城県行政評価委員会の判定は、県の評価原案の妥当性について「適切」「要検討」の２区分により判定し
たものである。

8

世代を超えて安全で信頼
のある強くしなやかな県
土をつくる

概ね順調 適切

政策推進の基本方向４　強靱で自然と調和した県土づくり

7
自然と人間が共存共栄す
る社会をつくる

概ね順調 適切
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